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○本書の見方 
千葉県では、平成３０年６月に「平成３１年度国の施策に対する重点提案・

要望」を公表し、国に提案・要望を実施してきました。 
 

１２月２１日に平成３１年度政府予算案が閣議決定されたことから、平成 
３１年１月１日現在における国の措置状況を取りまとめました。 

本県が行った提案・要望について、国から予算案の計上や施策対応等の措置
が講じられた場合、各提案・要望事項に、次の内容を記載しています。 

 
①予算案の計上があったもの 

⇒【予算】として、関係する予算事業名及び予算額等を記載しています。 
なお、予算額については、国全体の総額となります。 
 

②施策対応等があったもの 
 ⇒【施策】として、国が講じた施策等の内容を記載しています。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（１）災害対応への財政支援等 

 

提案・要望先  内閣府、総務省     

国土交通省、文部科学省         

千葉県担当部局 防災危機管理部     

 

【提案・要望事項名】①地震・津波対策に係る財政支援等 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ Ｓ－ｎｅｔ観測データの津波避難情報として配信等について財政的・技術

的支援を図ること。なお、将来的には、国が責任をもってＳ－ｎｅｔの   

データを活用したより詳細な地域ごとの津波浸水域・浸水深、到達時間等の

詳細な津波情報の配信を推進すること。 

 

 

２ 防災の観点から、避難所・避難場所となる防災拠点や公共施設への無料 

公衆無線ＬＡＮの整備の推進を図るため、財政的支援措置を拡充すること。 

 

 

３ 「首都直下地震対策特別措置法」に基づき県と市町村が策定する「地方  

緊急対策実施計画」や「特定緊急対策事業推進計画」の推進を図るための  

具体的な財政上の措置を講じること。 

【直面している課題・背景】 

○ 国は、東日本大震災を教訓に、千葉県から北海道の東日本沿岸の太平洋の

海底に地震・津波計（Ｓ－ｎｅｔ）を設置し、観測を開始した。また、    

ＳＩＰ（戦略的イノベーション創造プログラム）の中で、この観測データを

活用し、より詳細な津波浸水域や浸水深等を推定するシステムの開発を進め

ている。 
津波から身を守るためには、地震・津波発生時に自分自身で判断し、迅速

かつ適切に避難行動を開始し、安全な場所に避難することが重要である。 

その際、詳細かつ正確な津波情報は、住民等の津波避難を支援し、津波被害

を軽減させる。 
しかしながら、現在の津波警報・注意報は、千葉県沿岸を千葉県九十九里・

外房、千葉県内房、東京湾内湾の三区分で津波高と到達時間が発表されるが

具体的な津波避難情報としては不十分である。 
そこで、本県では、平成３０年度にＳ－ｎｅｔの観測データを基に詳細な

【予算】文部科学省（要望１） 
・「海底地震・津波観測の運用」H31 当初 10 億 1 千 7 百万円（昨年度比 0.97 倍） 

【予算】総務省（要望２） 
・「公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業」H31 当初 11億 8 千万円（昨年度比 0.83 倍） 
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津波情報を沿岸市町村に配信する「千葉県津波浸水予測システム」を整備 

することとしている。 
○ また、国は２０２０年度の東京オリンピック・パラリンピック競技大会の

開催に向けて、防災の観点から約３万箇所の無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備

を目指しており、訪日外国人観光客に対して災害情報を配信する上でも、防

災拠点となる避難場所・避難所等や被災場所となり得る公共施設における通

信手段の確保が求められている。一方、整備が進まない課題として、機器の

設置に伴う運営費用の負担などが考えられる。 
○ さらに、本県全域は、「首都直下地震対策特別措置法」に基づく緊急対策

区域に指定され、地震防災対策を迅速に推進することが求められている。 

しかしながら、同法では、都県や市区町村が「地方緊急対策実施計画」や  

「特定緊急対策事業推進計画」を作成し、必要な防災対策事業を実施して 

いくこととなるが、事業の実施に必要な財政措置が講じられていない。 



3 
 

平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（１）災害対応への財政支援等 

 

提案・要望先  厚生労働省 

千葉県担当部局 健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】②医療機関の耐震化の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

  災害に対する備えとして医療施設の耐震化を進めるため、現在の「医療 

提供体制施設整備交付金」における「医療施設等耐震整備事業」の補助制度

について、「医療施設耐震化臨時特例交付金」に準じた見直し（補助基準額、

対象床面積、基準単価及び Iｓ値の引き上げ）を図ること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 本県の病院の耐震化については、これまで「医療施設耐震化臨時特例  

交付金」を活用して進めてきたところであるが、当該交付金は平成２７年度

で終了し、平成２９年９月時点で実施率は７割にとどまっている。 

 ○ 現在は「医療施設等耐震整備事業」のみの運用となっており、平成２９年

度に基準額が増額されたものの、耐震化にかかる事業者の費用負担が大き

いことなどを理由に、整備が進まない状況である。 

  

【予算】厚生労働省 
・「質が高く効率的な医療提供体制の確保（災害医療体制の推進）」 

     H31 当初 82 億円（昨年度比 19.52倍） 
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【参考１：医療提供体制施設整備交付金及び医療施設耐震化臨時特例交付金に

ついて】 
 

医療提供体制施設整備交付金 
（医療施設等耐震整備事業） 

医療施設耐震化臨時特例交付金 
（平成２７年度に終了） 

補助実績 

（件） 

H26:１、H27:１、H28：１（明許繰越）  

H29:0 ※公立は対象外 

H26:6、H27:2 

※公立も対象 

対象 

①Is 値 0.6未満の救急医療センター、 

二次救急医療施設等 

②Is値 0.4未満の二次救急医療施設等 

③Is 値 0.3未満の病院 

耐震性が不十分であると証明された

建物又は Is値 0.6 未満の建物 

①災害拠点病院・救命救急センター 

②二次救急病院 

基準面積

及び単価 

・補助率 

① 2,300 ㎡×39,000 円/㎡ 

② 2,300 ㎡×185,300 円/㎡ 

③ 2,300 ㎡×185,300 円/㎡ 

補助率はいずれも 1/2 

①8,635 ㎡×276,000 円/㎡ 

補助率 0.7 

②8,635 ㎡×165,000 円/㎡ 

補助率 0.33～0.6 

※病床削減等の補助要件あり 

 

【参考２：耐震改修状況調査(H29.9.１現在)における全２８８病院のうち、  

耐震性がない病院７７の内訳】 

 全て耐震性なし 一部耐震性なし 耐震診断未実施 

救命救急ｾﾝﾀｰ  ２（0.3 未満）  

二次救急病院 ３（0.4 以上） １３（0.4 未満６、0.4 以上７） ２９ 

それ以外の病院 １（0.3 未満） ４（0.3 未満１、0.3以上３） ２５ 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（１）災害対応への財政支援等 

 

提案・要望先  文部科学省 

千葉県担当部局 総務部   

 

【提案・要望事項名】③私立学校施設の耐震化の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 私立学校施設の耐震化の取組に必要な予算を優先的に、十分確保し、補助

制度の拡充（国庫補助率や補助単価の引き上げ）を図ること。 

２ 私立学校の改築に係る補助金について、実際の事業費と補助対象事業費算

定額が大きくかけ離れており、学校法人の負担が大きいものとなっているこ

とから、補助対象事業費の算定を見直すこと。 

３ 平成３０年度までとなっている高等学校等の耐震改築事業費補助制度を

延長すること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 私立学校施設は、幼児・児童・生徒が一日の大半を過ごすとともに、非常

災害時には、地域住民の避難所としての役割を果たしていることなどから、

私立学校施設の安全確保は喫緊の課題となっている。 

 ○ 千葉県の私立学校における平成２９年４月１日現在の耐震化率は、  

８５．０パーセントとなっており、継続した取組が必要となっている。 

○ 特に私立幼稚園の耐震化率は７９．７パーセントと低く、取組が遅れてい

る。  

【予算】文部科学省（要望１～３） 
・「耐震化等の促進」 H31 当初 136億 1 千 6百万円（昨年度比 2.72 倍） 
           H30 補正 134億 4 千 1百万円 
 
・私立高等学校の耐震改築事業補助制度 2020年度まで延長 
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【参考：私立学校の耐震化率】              （Ｈ29.4 現在） 

 千葉県（私立） 全国平均（私立） 千葉県（公立） 

幼稚園 ７９．７％ 
８８．４％ 

(幼保含む)  ９６．９％ 

小学校 １００．０  ９７．５  
９９．８  

中学校 ９５．０  ９５．９  

高校 ９４．３  ８７．０  １００．０  

合計 ８５．０  ８８．４  ９９．７  
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】①千葉港等における耐震強化岸壁の整備促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

 地域防災力強化のため、直轄港湾整備事業として、震災時の緊急輸送物資の

受入れを目的とする耐震強化岸壁の整備を促進すること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 首都直下地震等の切迫性が指摘されている中、特に膨大な人口を抱える

首都圏では、大規模地震発生時に緊急物資等の輸送や物流機能の確保に資

する「耐震強化岸壁」の整備が急務である。 

○ 本県では、千葉港及び木更津港の港湾計画に耐震強化岸壁を１０バース位

置付けており、７バースが整備済となっているが、未だ３バースが未整備で

あるため、早期整備が求められている。 

  

【予算】国土交通省 
・「港湾整備」 H31当初 2,760 億 6 百万円の内数（昨年度比 1.19 倍） 
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【参考：県内港湾における耐震強化岸壁の整備状況】 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 
【提案・要望事項名】  

②国の直轄事業化導入による千葉港海岸船橋地区の高潮対策促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

 千葉港海岸船橋地区は、ゼロメートル地帯を背後に抱えており、その中に

は都市機能が存在しており、高潮による被害を受けた場合、甚大な影響が及

ぶことから、水門、排水機場及び護岸の大規模改修が必要となる箇所につい

ては、直轄事業として早急に整備を図ること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 千葉港海岸船橋地区では、背後地の都市化が進展し企業の立地及び人口

の集積化が顕著かつ公的重要施設の立地も図られているところだが、背後

にゼロメートル地帯を抱えているため、高潮から人命や財産を防護する海

岸保全施設の重要性が非常に高い地区となっている。 

○ 防護区域には、住宅地だけでなく市役所、消防署等の官公庁施設をはじめ、

主要交通施設、大型商業施設があり、人口集積度が高いため、被災した場合

には社会経済活動に重大な影響を及ぼす。 

○ しかしながら、多くの海岸保全施設が昭和４０年代に築造され老朽化や地

盤沈下が著しいことから、耐震性の確保を含め早急な施設改修が喫緊の課題

となっている。 

○ また、政府の地震調査会による「今後３０年以内に震度６弱以上で揺れる

確率」では８５％を示されており、切迫している状況である。 

○ 現在、本県にて高潮対策事業を実施しているが、水門、排水機場及び護岸

の大規模改修には膨大な事業費及び高度な技術力が必要なため、直轄事業と

して早急な対応が必要である。 

  

【予算】国土交通省 
・「港湾海岸」 H31当初 143 億 5 千 3 百万円の内数（昨年度比 1.47 倍） 
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【参考：千葉港海岸船橋地区 直轄事業化箇所図】 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  国土交通省、農林水産省 

千葉県担当部局 県土整備部、農林水産部 

 

【提案・要望事項名】③河川・海岸等における津波・耐震・水害対策の推進 
 
 

【具体的な提案・要望内容】 

１ 津波・耐震対策については、港湾、海岸、河川、漁港等の多くの施設に   

おいて整備が必要となること、また、早急な対応が必要であることから、  

多大な事業費を要するため、必要な予算措置を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 普通河川における津波・耐震対策について、ゲートや機場等の付帯施設も

含めて、財政的支援を可能とするような仕組みを早急に講ずること。 

 

 

 

３ 水害対策を一層推進させるために必要な予算の確保を継続的に行うこと。 

 

 

 

 

 

  

【予算】（要望１） 
国土交通省 
・「社会資本総合整備（防災・安全交付金、東日本大震災復興特別会計）」  

H31 当初 1兆 4,398 億 7 千 3百万円の内数（昨年度比 1.19 倍） 
「社会資本総合整備（防災・安全交付金）」 

H30 補正   2,974 億 5 千 9百万円の内数 
農林水産省 
・「水産基盤整備事業」 

H31 当初    900 億 4 千 4百万円の内数（昨年度比 1.29 倍） 
H30 補正    239 億円の内数 

・「農山漁村地域整備交付金」 
H31 当初    977 億 1 千 4百万円の内数（昨年度比 1.07 倍） 
H30 補正     50 億円の内数 

 

【予算】国土交通省（要望２） 
・「既存の海岸保全施設の統廃合・再編に対する支援強化」の観点から、新たな施設

の整備に伴い不要となる施設の撤去費用も、交付金の交付対象とする制度改変の
要求がされている。 

【予算】国土交通省（要望３） 
・「社会資本総合整備（防災・安全交付金、東日本大震災復興特別会計）」  

H31 当初 1兆 4,398 億 7 千 3百万円の内数（昨年度比 1.19 倍） 
「社会資本総合整備（防災・安全交付金）」 

H30 補正   2,974 億 5 千 9百万円の内数 
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【直面している課題・背景】 

 ○ 東日本大震災により河川・海岸等に大きな被害を受けた本県は、九十九里

沿岸をはじめとする各地域の津波対策について見直しを行い、その結果を

踏まえて順次整備事業を進めているところである。また、これに併せて各種

施設の耐震対策にも取り組んでいる。 

○ 津波・耐震対策のためには、港湾・海岸・河川・漁港等の多くの施設にお

いて整備が必要となるが、そのために要する膨大な事業費をどのように確保

するかは大きな課題である。 

○ 法的位置づけのない普通河川は、地方分権の流れの中で国から市町村に移

管されたものであるが、本県では実際に、犠牲者や浸水被害があったにもか

かわらず、津波を想定した国の財政支援制度がないため、地方自治体による

津波対策に支障を来している。特に、復興事業区間内に位置する横芝光町の

栗山川漁港では、津波対策が進められているが、漁港に流入する普通河川（農

業用排水路）については、県と同町で協議を行っているところであるが、対

策に多額の費用がかかることから、進展していない。 

○ 平成２５年１０月に発生した台風２６号により、本県の多くの河川が氾濫

したことから、河川整備の一層の推進が求められている。こうした中、本県

の河川整備率は約５８％（平成２８年度末時点）と今後も整備の必要があり、

このための継続的な予算確保は大きな課題であるが、国の重点配分箇所に該

当しない河川は予算配分が極めて少ない。 

 

【参考：九十九里浜沿岸の津波対策（位置図）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

飯岡漁港 

栗山川漁港 

片貝漁港 

太東漁港 

海岸

保安林
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】④水門操作に係る安全性の確保に対する財政支援 
  
【具体的な提案・要望内容】 

津波被害を最小限に抑えるため、津波発生時に迅速、かつ、確実に水門を

閉鎖し背後地の浸水被害を防止するとともに、水門操作員の安全を確保する

ため、既設の水門の自動閉鎖や遠隔操作等の改良を速やかに行う必要がある

ことから、国として海岸保全施設と同様に河川の既設水門の改良について、

財政支援を講じること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 東日本大震災において、水門の閉鎖作業に携わった消防団員等が相次 

いで津波に巻き込まれ尊い命を落としており、現状では、水門操作の確実性

と作業の安全性が確保されているとは言い難い。国においては、「津波対策

の推進に関する法律（平成２３年法律第７７号）」を平成２３年６月２４日

に施行し、「海岸及び津波の遡上が予想される河川の水門等について、津波

が到達する前の自動的な閉鎖又は遠隔操作による閉鎖などの改良」を規定

したところである。 

 ○ 県では、河川、海岸に設置されている水門等の自動化や遠隔操作化等の 

改良に一部着手した。 

   しかし、現在これらの改良を推進するための国の財政的支援は、海岸保全

施設等に限られ、対策の完了までには長期間を要する。 

  

【予算】国土交通省 
・「社会資本総合整備（復興）（東日本大震災復興特別会計）」  

H31 当初 1,225 億 5千 5 百万円の内数（昨年度比 1.28 倍） 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 
【提案・要望事項名】  

⑤土砂災害警戒区域等の指定に係る基礎調査費の地方負担の軽減 
  
【具体的な提案・要望内容】 

  都道府県が実施する基礎調査に係る国費率の引き上げを要望する。 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 土砂災害防止法に基づく土砂災害防止の対策を講ずるため、県が地形や土

地の利用状況などを調査する基礎調査を実施し、土砂災害が発生するおそれ

がある土地の区域を土砂災害警戒区域等として指定している。 

○ 千葉県では、土砂災害のおそれのある箇所が約１万箇所と多いことから、

がけ地の人家が多い箇所や崩落履歴がある箇所などの基礎調査を優先的に

進め、これまでに約８割の調査を終えたところである。県では、引き続き平

成３０年度末の基礎調査の完了を目標に、取り組んでいくこととしている。 

 また、平成３１年度以降は、既に区域指定がなされた箇所において、地形

の改変等が行われているかどうかを確認し、必要に応じて区域指定の変更を

行うこととしており、今後も引き続き基礎調査を実施するための費用が必要

な状況である。 

○ しかしながら、基礎調査に要する費用の３分の２を県が負担しているとこ

ろであり、県の負担が大きいことから、基礎調査の進捗が図れないことが課

題となっている。 

  

【予算】国土交通省 
・「社会資本総合整備（防災・安全交付金）」  

H31 当初 1兆 3,173 億 1 千 8百万円の内数（昨年度比 1.18 倍） 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 
【提案・要望事項名】  

⑥水防災意識社会再構築ビジョン等の取組実施に係る地方負担の軽減 
  
【具体的な提案・要望内容】 

県が実施する水防災意識社会再構築ビジョン等に基づくハード・ソフト対

策に係る交付金の緩和、地方負担に対する起債充当、特別交付税の充当など

財政支援の拡充を図ること。 

・ソフト対策 浸水想定区域図の作成等に係る財政支援 

・ハード対策 危機管理型ハード対策実施に係る財政的支援 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 千葉県では、国から通知された「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づ

き、県、市町村などの関係機関からなる「千葉県大規模氾濫に関する減災対

策協議会」を設置し、平成３３年度までの５カ年間でハード・ソフト対策を一

体的、総合的、計画的に推進することとしている。 

○ ソフト対策を検討する際には、水害リスクを的確に把握するために、

水防法に基づき作成する、想定しうる最大規模の降雨を前提とした洪水浸

水想定区域が必要であることから、市町村から早期の作成を望まれている。

また、高潮による浸水被害を最小限にするために新たに、最大規模の台風

を前提とした高潮浸水想定区域の作成及び公表することも急務となっている。 

さらに、粘り強い構造の堤防整備等の危機管理型ハード対策についても

検討を行うこととしていることから、その実現のためには財政的支援が必

要である。 

○ 現在、防災・安全交付金による財政支援が実施されているところではあ

るが、洪水、高潮特別警戒水位の設定、浸水想定区域の指定、水位情報の収

集・周知及び危機管理型ハード対策の整備には、多額の費用が見込まれ、都道

府県の負担が大きくなっている。   

【予算】国土交通省 
・「社会資本総合整備（防災・安全交付金）」  

H31 当初 1兆 3,173 億 1 千 8百万円の内数（昨年度比 1.18 倍） 
・「『水防災意識社会』の再構築に向けた水害対策の推進」として、6,030億円（昨年

度比 1.52 倍）が盛り込まれた。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】⑦道路ネットワークの機能強化のための支援 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 首都圏における緊急輸送道路の基幹として、広域的な救援・救護活動や 

救援物資の輸送等に重要な役割を担う首都圏中央連絡自動車道などの  

高規格幹線道路網の整備を推進すること。 

 

 

２ 緊急輸送道路網を機能させるため、地域の骨格を形成する国県道の整備を

推進するとともに、橋梁の耐震化や斜面対策等を早急に推進することが必要

であることから、道路の整備や維持管理に要する予算の確保を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 東日本大震災では、救援・救護活動や救援物資の輸送等に当たり道路  

ネットワークの重要性が再認識されたところであり、今後は、災害時に  

おける代替性や多重性の確保など、防災面における機能強化が必要である。 

○ 本県においても、道路構造物に甚大な被害が発生したことから、今後  

発生が想定される地震に対する被害を最小限にとどめるため、道路構造物の

耐震化等防災・減災対策の強化を進める必要がある。  

【予算】国土交通省（要望１・２） 
・「道路整備」 H31当初 1兆 5,491 億 3 千 6百万円の内数（昨年度比 1.15 倍） 

H30 補正   1,119 億 5 千 9百万円の内数 
 
・「住宅都市環境整備（都市環境整備―道路環境整備）」  

H31 当初   3,855 億 1 千 3百万円の内数（昨年度比 1.20 倍） 
H30 補正    306 億 1 千 2百万円の内数 

 
・「社会資本総合整備」  

H31 当初 2兆 1,886 億 5 千 9百万円の内数（昨年度比 1.09 倍） 
H30 補正   3,249 億    3 百万円の内数 

【予算】国土交通省（要望１） 
・「効率的な物流ネットワークの強化」として、三大都市圏環状道路等の整備の推
進などで、3,699 億円が計上された。 

【予算】国土交通省（要望２） 
・「災害時における人流・物流の確保」として、大規模災害に備えた道路等の防災
（斜面・盛土等）・震災対策（耐震補強等）などで、4,318 億円が計上された。 

 
・「広域交通を担う幹線道路等に関する緊急対策」として、道路法面・盛土対策、
土砂災害等を回避する改良や道路改良などで、1,266 億円が計上された（平成 30
年度２次補正予算） 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 

 

提案・要望先  農林水産省 

千葉県担当部局 農林水産部 

 

【提案・要望事項名】⑧災害に強い森林づくりの推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

  災害に強い森林づくりを推進するため、山地災害対策及び海岸保安林の 

再生整備に必要な予算措置を講じること。 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 近年、集中豪雨等による山地災害が多発していることから、崩壊地の復旧

について、早期の対応が求められている。加えて、崩壊危険地の予防的整備

についても、県内における山地災害危険地区２,８９４箇所のうち、着手済み

が１，３６０箇所（着手率４７％）にとどまっていることから、災害防止の

ための整備を早急に行うことが課題となっている。  

○ また、将来予想されている千葉県東方沖地震などの発生に備えるため、津

波による潮害及び松くい虫の被害等により荒廃した海岸保安林を早期に復

旧することが求められており、今後約３００ｈａの整備を行う必要がある。 

○ これまで千葉県では、震災復興特別会計による整備を優先させて実施して

きたが、この特別会計による事業が終了した結果、今年度の治山事業の予算

は、東日本大震災以前の概ね２分の１にとどまっている。 

○ このような中、震災復興以外の災害対策の遅れにより、森林の防災機能

の発揮に支障が出ることが懸念されるため、治山事業全体の予算を安定的

に確保することが喫緊の課題となっている。  

【予算】農林水産省 
・「民有林治山事業(一般会計）治山事業費」 

H31 当初 547 億 1千 2 百万円（昨年度比 1.45倍） 
    H30 補正 116 億 8千 3 百万円 

 
・「農山漁村地域整備交付金」 

 H31 当初 977 億 1千 4 百万円の内数（昨年度比 1.07 倍） 
       H30 補正  50億円の内数 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（３）放射性物質に対する県民の安全・安心の確保 

 

提案・要望先  環境省     

千葉県担当部局 防災危機管理部 

 
【提案・要望事項名】 

①除染により生じた除去土壌の処分に関する早急な対処 
  
【具体的な提案・要望内容】 

除染等の措置により生じた除去土壌の処分に関する基準を早急に策定す

るとともに、その最終処分場の確保に関する具体的な方向性を示すなど、除

去土壌の処分について国が責任を持って対処すること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 「放射性物質汚染対処特措法」によると、国が事故由来放射性物質による

環境の汚染への対処に関し、必要な措置を講じ、除染により生じた除去土壌

の処分については、環境省令で定める基準に従うこととされた。 

 ○ しかしながら、除去土壌の処分については、その基準が未だ定められて 
おらず、各自治体が大量の除去土壌を仮置きせざるを得ない状況にある。 

○ 除去土壌の最終処分場の確保等は、同法に基づく基本方針において「国が

責任をもって行うものとする」としながら、具体的な方向性が示されていな

い。 

 
【参考１：国の除去土壌処分基準の検討状況】 

平成 29 年 9 月から「除去土壌の処分に関する検討チーム」において、福島

県外の除染等の措置により生じた除去土壌の埋立の処分方法について、検討を

始めている。 

  

【施策】環境省 
・平成 30 年夏から、茨城県東海村及び栃木県那須町で埋立処分の実証事業が行われ、

その結果を踏まえ、施行規則及びガイドラインを作成するとされている。 
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【参考２：県内の除去土壌（１０１，１４９ ㎥、１，７３１箇所）の保管状況】  
保管量 箇所数 

 
保管量 箇所数 

松戸市 １０，２１９ ㎥ ３３６ 我孫子市 １３，５９２ ㎥ １７４ 

野田市 ５，４３４ ㎥ ２５ 鎌ケ谷市 ５６６ ㎥ １３ 

佐倉市 １，６６８ ㎥ ２３ 印西市 ７，９９４ ㎥ ２７８ 

柏市 ４５，９１４ ㎥ ６１４ 白井市 ６９５ ㎥ ４０ 

流山市 １５，０６８ ㎥ ２２８ 
 

 

※ 各施設内や、市が設置した仮置き場などに、保管されている。 
※ 県保管分（約７，０００㎥）は、各施設の所在市の保管量に含まれている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（３）放射性物質に対する県民の安全・安心の確保 

 

提案・要望先  環境省、農林水産省         

千葉県担当部局 環境生活部、農林水産部、県土整備部 

 

【提案・要望事項名】②事故由来放射性物質を含む廃棄物の処理 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 市町村等が保管している指定廃棄物を、国の責任において、安全・安心  

かつ速やかに処理を行うこと。なお、指定廃棄物の保管費用等は、国が引き

続き、責任をもって負担すること。 

 

 

２ 放射性物質濃度が８，０００Bq/Kg 以下の廃棄物の処理方法や、その安

全性について、国民に広く説明を行うなど、廃棄物の処理が円滑に進むよ

う対策を講ずること。 

【直面している課題・背景】 

１ 指定廃棄物について 

○ 国は、福島第一原子力発電所事故由来の放射性物質を含む廃棄物につい

て、放射性物質汚染対処特別措置法に基づく取組を進めているところで 

ある。 
○ しかし、指定廃棄物の処理については、長期管理施設の詳細調査候補地

が提示されたものの、調査に入れない状況であり、県民の不安はいまだ払拭

されていない。 
 

２ 放射性物質濃度が８，０００Bq/Kg 以下の廃棄物について 

○ 放射性物質濃度が８，０００Bq/Kg 以下の廃棄物については、一定の処理

基準を守った上で、既存の最終処分場で安全に処分できるとされている。 

○ しかし、現状は周辺住民の不安などにより、依然として最終処分が難し

い状況であり、特に農林業系副産物は、生産者の敷地に保管されている事

態が長期化している。   

【予算】環境省（要望１） 
・「放射性物質汚染廃棄物処理事業等」 

H31 当初 1,053 億 8千 3 百万円（昨年度比 0.72 倍） 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１ 防災対策の推進 

（３）放射性物質に対する県民の安全・安心の確保 

 

提案・要望先  環境省   

千葉県担当部局 健康福祉部 

 
【提案・要望事項名】  

③子ども被災者支援法に基づく基本方針に係る施策の着実な実施 
  
【具体的な提案・要望内容】 

子ども被災者支援法に基づく基本方針により、疾病罹患動向の把握など具

体的な取組を、国の責任のもと、着実に実施すること。 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○  平成２４年６月に制定された「東京電力原子力事故により被災した子ど

もをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に

関する施策の推進に関する法律」に基づき、国は平成２５年１０月に  

「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針」（以下「基本方針」

という。）を閣議決定した。 

○   この基本方針により、国は放射線による健康への影響調査、医療の提供

等について、福島県及び福島近隣県の被ばく線量の推計・把握・評価を行

うこととされ、さらに平成２７年８月に基本方針が改定され、福島県及び 

本県を含む福島近隣県における疾病罹患動向の把握等に取り組むとされた。 

○   本県では、汚染状況重点調査地域である９市のうち、６市において住民

の健康影響への不安軽減のため、甲状腺検査等が実施されている。 

○   現在、国は「福島県内外での疾病罹患動向の把握に関する調査研究」を  

平成２７年度より実施しているところであり、今後とも本調査及びその 

結果を踏まえた取組が進められていく必要がある。 

  

【予算】環境省 
・「放射線健康管理・健康不安対策事業」 

H31 当初 13 億 3 千 1 百万円（昨年度比 1.02倍） 
 
【施策】環境省 
・平成 30 年度からの継続研究課題として、「福島県内外での疾病罹患動向の把握に
関する調査研究」が採択され、最長 3年間の調査研究が予定されている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

２ くらしの安全・安心 

（１）治安・防犯体制の強化 

 

提案・要望先  警察庁、総務省、財務省 

千葉県担当部局 警察本部        

 

【提案・要望事項名】①警察官の増員 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 依然として厳しい治安情勢に的確に対処するとともに、東京２０２０オリ

ンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けて警察官を増員すること。 

２ 警察官一人当たりの業務負担が全国でも極めて重いことに加え、国際海空

港を擁する特殊事情に鑑み、千葉県警察官の増員に配慮すること。 

【直面している課題・背景】 

 ○ 本県の治安情勢は、刑法犯認知件数は１５年連続で減少しているものの、

ストーカー事案、配偶者からの暴力事案、児童虐待等の人身安全関連事案や

特殊詐欺など、子供・女性・高齢者が被害者となる事案が後を絶たない状況

にある。特に、巧妙に組織化された犯行グループにより敢行されている特殊

詐欺は、平成２９年中の本県の発生件数は過去最悪を記録し、被害額も前年

に引き続き増加するなど、危機的状況にある。 

 加えて、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会では、幕張

メッセ及び釣ヶ崎海岸で一部競技の開催が決定しており、成田国際空港を擁

する本県には、多くの要人、選手団、外国人観光客等の来訪が見込まれる。 

このような中、世界各地でテロが相次いで発生するなど、その脅威が正に

現実のものとなっている国際テロや深刻化するサイバー空間の脅威に対処

するとともに、薬物・銃器密輸事犯や外国人の不法入国・密航事犯等に対す

る水際対策を強力に推進することは、我が国の治安を維持する上で極めて重

要である。 
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○ 本県は、平成１３年度以降２，０５４人の警察官の増員を得たところであ

るが、警察官一人当たりの負担は、人口、刑法犯認知件数、１１０番受理件

数のいずれにおいても、全国で極めて重い状況が続いていることから、より

安全で安心な県民生活を確保するためには、警察官の増員による人的基盤の

強化が不可欠である。 

 
【参考：平成２９年の千葉県警察官１人当たりの負担状況】 

 
 
 
 
 
 
 
  

埼 玉 滋 賀 千 葉 長 野 宮 城 茨 城

646 632 629 626 625 615

埼 玉 千 葉 茨 城 大 阪 愛 知 三 重

5.57 5.31 5.15 5.11 4.95 4.40

大 阪 埼 玉 千 葉 福 岡 兵 庫 宮 城

0.072 0.070 0.059 0.055 0.055 0.053

茨 城 千 葉 愛 知 岐 阜 三 重 群 馬

1.117 0.710 0.628 0.598 0.554 0.544

沖 縄 愛 知 埼 玉 神 奈 川 千 葉 滋 賀

60.01 49.29 47.09 46.99 45.84 43.94

警
察
官
一
人
当
た
り
の
負
担

人 口

刑 法 犯 認 知 件 数

重 要 犯罪 認知 件数

重要窃盗犯認知件数

１ １ ０ 番 受 理 件 数

区　　分
6

順　　位
1 2 3 4 5
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

２ くらしの安全・安心 

（１）治安・防犯体制の強化 

 

提案・要望先  警察庁、総務省、財務省  

千葉県担当部局 警察本部、防災危機管理部 

 

【提案・要望事項名】②テロ対策の充実・強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、官民一体

となったテロ対策の充実・強化を図ること。 

２ 我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するため、警察における事態対処

能力の強化に向けて、人的・物的基盤を強化すること。 

 

 
 

３ テロ災害に対する各種装備資機材の充実強化を図ること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 世界各地でテロが相次いで発生するなど、その脅威は依然として高い状

況にある。平成２８年７月には、バングラデシュ・ダッカで邦人殺害事件が

発生しているほか、ＩＳＩＬ（いわゆる「イスラム国」）が、我が国をテロ

の標的として繰り返し名指ししているなど、今後も同様の事案が発生する可

能性は否定できない。 

加えて、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会では、幕張

メッセ及び釣ヶ崎海岸での一部競技の開催が決定しており、成田国際空港を

擁する本県は、多数の要人、選手団、観客等の受け入れが見込まれる。 

このような中、県内には重要インフラ施設、大規模集客施設等のソフトタ

ーゲットが多数所在すること等を踏まえると、警察における事態対処能力の

強化と自治体、民間事業者、地域住民等の連携による官民一体のテロ対策を

強力に推進することや、県内の消防本部における資機材について、化学剤を

使用したテロが起きた際に必要とされる「化学剤検知機器」、「除染シャワー」

などの整備が喫緊の課題となっている。  

【予算】警察庁（要望１・２） 
・「テロ対策と緊急事態への対処（国際テロ情勢等を踏まえたテロ対策の推進）」 

H31 当初 108 億 3千 1 百万円の内数（昨年度比 1.19 倍） 

【予算】総務省（要望３） 
・「緊急消防援助隊設備費補助金」 
・「2020 東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会等に向けた消防・救急体制の構築」 

H31 当初  52 億 5千万円    （昨年度比 1.07 倍） 
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○ また、サイバー攻撃をめぐる情勢では、重要インフラの基幹システムを機

能不全に陥れ、社会の機能を麻痺させるサイバーテロや情報通信技術を用い

た諜報活動であるサイバーインテリジェンスといったサイバー攻撃が世界

的規模で頻発し、サイバー空間への脅威は深刻化している状況にある。 

２０１６年リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック競技大会では、

開催期間中に行政機関、大会関係機関等のウェブサイトの閲覧障害、情報窃

取の被害が発生していることから、東京２０２０オリンピック・パラリン 

ピック競技大会においても、同種事案の発生が危惧され、サイバー空間の脅

威に対する対処能力の向上が不可欠となっている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

２ くらしの安全・安心 

（２）地方消費者行政充実のための国の支援 

 

提案・要望先  内閣府   

千葉県担当部局 環境生活部 

 

【提案・要望事項名】地方消費者行政充実のための国の支援 
  
【具体的な提案・要望内容】 

県民が安全で安心な消費生活を送ることができるよう、県及び市町村の 

消費生活相談体制の維持・拡充等に向けた支援を行うために必要な財源を 

確保すること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 情報化社会の進展や急速に進む高齢化など、経済・社会が変化する中、 

消費者問題は多様化・複雑化し、被害が深刻化している。特に、高齢者の  

被害は深刻であり、県及び市町村に寄せられる消費生活相談の４割近くを

占めており、地域におけるきめ細やかな対応が必要となっている。 
 ○ そのため、本県では地方消費者行政推進交付金等を活用し、消費生活相談

窓口の設置や拡充、消費生活相談員等のレベルアップなどに取り組んでき

たことにより、市の消費生活センターの設置数は、平成２０年度の１７箇所

から３１箇所に増加するなど、着実に成果を上げてきたところである。  
 ○ しかしながら、消費生活相談員の配置がないなど相談体制が不十分な  

市町村も依然として多い状況であり、相談体制が整備されている市町村も

含め、相談体制の整備促進や維持・拡充をしていく必要がある。 
○ このような状況の中、平成３０年度の国からの交付金が大幅に削減される

状況となっており、相談日の縮小を検討せざるを得ないなど現行の相談体制

の維持すら困難になるといった深刻な声が多くの市町村から上がっている。 
〇 さらに、交付金が削減される中、相談員の人件費の確保を優先せざるを 

得ないため、消費者被害の未然防止に向けた自立を支援するための消費者 

教育の推進など、必要な事業の実施が不可能になる状況が危惧される。 
〇 以上から、相談体制の確保や拡充、専門性の高い相談に対応するための 

研修、消費者の自立を支援するための消費者教育の推進などの事業を継続的

に実施していくためには、十分な財源の確保は必要不可欠である。 
  

【予算】内閣府 
・「地方消費者行政強化交付金」H31 当初  22 億円 
               H30 補正    11 億 5 千万円 
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【参考：地方消費者行政推進交付金の状況（H30 は地方消費者行政強化交付金）】 

 当初予算（一般会計） 補正予算 

２７年度 ３０億円 ２０億円 

２８年度 ３０億円 ２０億円 

２９年度 ３０億円 １２億円 

３０年度 ２４億円  

 ※実際の執行額は、当初予算に前年度の補正予算を合わせた額 
（例：H30 執行額：36 億（当初 24 億＋前年度補正 12 億）） 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

３ 医療・福祉の充実 

（１）医療の充実 

 

提案・要望先  総務省、厚生労働省 

千葉県担当部局 健康福祉部     

 

【提案・要望事項名】①医師の養成・確保対策の推進 
 
 
【具体的な提案・要望内容】 

１ 喫緊の課題である医師等の養成・確保を図るため、地域医療介護総合確保

基金等の財政措置の拡充及び柔軟な運用を行うとともに、継続的に事業を実
施できるよう、将来にわたり十分な財源の確保を行うこと。 

 

 

２ 臨床研修病院の指定や定員の設定権限の都道府県への移譲にあたっては、

効果的な取組につながるよう、これまで国で蓄積された知見の継承や技術的
助言を行うこと。 

３ 要望のある自治体については、自治医科大学の入学枠が３名以上となるよ
う、入学定員の増員をさらに図ること。 

４ 新たな専門医制度の運用に当たっては、日本専門医機構による必要な情報

提供などについて、国としても積極的に関与するとともに、都道府県の意見

が反映されるよう実効性のある仕組みを構築すること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 本県においては、人口１０万人当たりの医師数が全国４５位と低く、医師

の絶対数の不足や産科などの診療科偏在や地域偏在も続いていることから、

医師の養成・確保は喫緊の課題となっている。 

○ 国においても、医学部定員の増加や関係職種間の役割分担の見直しを進

めているが、医師不足や産科をはじめとした診療科偏在・地域偏在を抜本的

に改善するためには、更なる制度的対応が必要であるとともに、十分な財政  

支援措置が欠かせない。 

  

【予算】厚生労働省（要望１） 
・地域医療介護総合確保基金医療分（うち国分）に係る予算案では、622億円から 689

億円に、区分別の配分にも増額が予定されている。 

【施策】厚生労働省（要望４） 
・平成 30 年 7 月の医師法等の一部改正により、国は特に必要があると認めるときは、
日本専門医機構等に対し、必要な措置の実施を要請できることとなり、機構等は、
医療提供体制に重要な影響を与える場合、あらかじめ都道府県知事の意見を聴い
た厚生労働大臣の意見を聴かなければならないこととされた。 
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○ 医療法及び医師法の改正案では、臨床研修病院の指定、研修医の募集定

員の設定権限が国から都道府県に移譲されることになっているが、都道府

県は十分な知見を有していないことから、このままでは十分な対応ができ

ないことが想定される。そのため、これまで国で蓄積された知見（マニュア

ル等）の継承や技術的助言などの支援が必要である。 

○ また、医師の質の向上と良質な医療の提供を目的とした新たな専門医制

度の仕組みが円滑に運用されるためには、地域医療へ配慮した養成プログ

ラムであることや、専門医を適正に配置させることが重要である。 

改正法案では、医療提供体制の確保に重大な影響を与える場合には、国が

都道府県の意見を聴いたうえで、機構に意見できることとされているが、機

構には意見を反映させる努力義務が課せられているに過ぎないことから、

都道府県の意見がしっかりと反映されるよう実効性のある仕組みが必要で

ある。 

 

【参考：千葉県の人口１０万対医師数の推移】 

  

  

Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２２ Ｈ２４ Ｈ２６ Ｈ２８ 

   増減   増減  増減  増減  増減  増減 

全 
国 201.0  206.3  +5.3 212.9  +6.6 219.0 +6.1 226.5 +7.5 233.6 +7.1 240.1 +6.5 

千
葉
県 

146.0  153.5  
+7.5 

161.0  
+7.5 

164.3 
+3.3 

172.7 
+8.4 

182.9 
+10.2 

189.9 
+7.0 

（45 位) (45 位) (45 位) (45 位) (45 位) (45 位) (45 位) 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

３ 医療・福祉の充実 

（１）医療の充実 

 

提案・要望先  厚生労働省、総務省 

千葉県担当部局 健康福祉部     

 

【提案・要望事項名】②医療体制の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 救命救急センターに対し、運営の実態に見合った地方交付税や補助金等の

財政支援措置を実施すること。 

 

 

２ ドクターヘリについて、出動の実績に見合った財政支援措置と、運航に 

必要な備品等も補助の対象となるよう、制度の拡充を行うこと。また、   

ドクターヘリの機能を補完するドクターカーの整備や運行に必要な費用に

対する財政支援措置の拡充を行うこと。 

 

 

３ 医療提供体制推進事業費補助金や医療提供体制施設整備交付金について､

安定的な予算の確保を行うこと。 

 

 

 

４ 災害医療協力病院として地域の２次救急を担う医療機関の災害医療体制

の整備に対し、災害拠点病院と同様の補助金等の財政支援措置を創設する 

こと。 

 

 

 

  

【予算】厚生労働省（要望１） 
・「質が高く効率的な医療提供体制の確保（救急医療体制の整備）」 

H31 当初 11 億円（昨年度比 2.62 倍） 

【予算】厚生労働省（要望２） 
・「質が高く効率的な医療提供体制の確保（ドクターヘリの導入促進）」 

H31 当初 67 億円（昨年度比 1.02 倍） 

【予算】厚生労働省（要望３） 
・「医療提供体制推進事業費補助金」H31 当初 230億円（昨年度比 1.00倍） 
・「医療提供体制施設整備交付金」  H31 当初 104億円（昨年度比 3.25倍） 
 

【予算】厚生労働省（要望４） 
・「質が高く効率的な医療提供体制の確保（災害医療体制の推進）」 

H31 当初 82億円（昨年度比 19.52 倍） 
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【直面している課題・背景】 

 ○ 重篤救急患者を２４時間体制で受け入れる救命救急センターは、専門 

知識を有する医師の配置や高度医療機器等の整備が必要であり、不採算 

事業となりやすい。その運営に対して、補助金や地方交付税等による財政支

援措置が行われているが、経営の実態に見合っておらず、病院の負担が課題

となっている。 

○ 医師等が現場に急行して治療を開始し、患者を医療機関に搬送する   

ドクターヘリについて、平成２８年度に基準額が増額されたものの、出動  

回数の実態に見合った運営費補助がなされていない。また、搭乗する医師・

看護師が着用する装備等、ドクターヘリの運航に必要な備品等に対する補助

制度がない。 

○ ドクターヘリとともに患者の円滑な収容を行うドクターカー等を救命救

急センターで有しているが、運営費に対する補助金が実態に見合っていない。 

○ 医療提供体制の充実・強化を図るため、医療機関の運営費や施設・設備  

整備費に対し支援を行う「医療提供体制推進事業費補助金」等について、  

医療機関から要望のあった額を満たしておらず、各事業に対する補助金を 

減額している状況にある。 

○ 災害時は、災害拠点病院だけでなく地域全体で対応することが想定される

ため、本県では、災害拠点病院や２次救急医療機関が連携して災害医療体制

を整備しているが、災害拠点病院以外には補助制度がない。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

３ 医療・福祉の充実 

（１）医療の充実 

 

提案・要望先  厚生労働省 

千葉県担当部局 健康福祉部 

 

【提案・要望事項】③将来の医療需要に対応した医療機能の確保促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 地域医療構想の実現を図るため、国においても引き続き、適切な診療報

酬の設定等の総合的な取組を実施するなどの役割を果たし、今後特に不足

の見込まれる回復期機能を担う病床や在宅医療体制の速やかな整備を推進

すること。 

 

 

 

 

２ 病床機能報告制度における病床機能について、より具体的かつ定量的な

基準を定めること。 

【直面している課題・背景】 

 ○ 平成２５年度から平成３７年にかけ、千葉県の入院患者数は約１．３倍、

在宅医療等需要は約１．８倍に急増し、その後も平成４７年頃まで増加が 

続くと見込まれる。入院医療については、特に、回復期機能を担う病床が 

大きく不足すると見込まれている。 

 ○ このため、本県においては、平成２７年度に地域医療構想を策定し、医療

機関の自主的な取組を踏まえ、地域医療構想調整会議を活用した医療機関

相互の協議により、その役割分担を促進するとともに、こうした取組を実効

性のあるものとするため、地域医療介護総合確保基金を活用し、病床機能の

転換に要する施設整備への補助や、在宅医療従事者を含む必要な医療従事

者の確保・定着に取り組んでいる。 

  

【施策】 厚生労働省（要望１） 
・「地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連携の推進」等の基本的
考え方に基づき、平成 30 年度診療報酬改定が行われた。 

 
・今後は、当該改定の影響の調査・検証を行い、その結果をもとに、国の中央社会保
険医療協議会で次期診療報酬改定に向けた議論を進めていく予定である。 



33 
 

 ○ 国においては、地域包括ケアシステムの構築と医療機能の分化・強化、連

携の推進に向けた診療報酬の改定を平成３０年度に行ったところであるが、

急速な高齢化やそれに伴う医療需要の変化は、今後も続くことが見込まれ

ている。地域の医療提供体制は、診療報酬等の国の定める制度に大きく影響

されることから、将来にわたって対応可能な医療提供体制を構築していく

ためには、医療機関の自主的な取組や基金での誘導だけでは限界がある。 

 ○ また、病床機能報告については、その報告基準は、年々具体化されている

ものの、医療機関が報告時に迷うことがあるなど、十分に定量的とは言えな

いため、より具体的に報告基準を示してほしいとの意見が地域医療構想調

整会議で多く寄せられている。 

 

【参考１：医療需要の将来推計（千葉県）】 

                                

 

 

 

 

 

 

出典：千葉県保健医療計画 

 

【参考２：平成３７年における必要病床数と平成２８年度病床機能報告の結果

との比較（千葉県）】 

病床機能 必要病床数(H37) 病床機能報告(H28) 差 

高度急性期 5,650 床 5,307 床 ▲ 343 床 

急性期 17,851  25,494  7,643  

回復期 15,260  4,411  ▲ 10,849  

慢性期 11,243  11,213  ▲ 30  

計（休棟等含む） 50,004  47,196  ▲ 2,808  

 

  

入院患者数（一般・療養病床） 在宅医療等患者数 

（人／日） （人／日） 



34 
 

平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

３ 医療・福祉の充実 

（２）国民健康保険の持続可能な安定的運営に向けた財政基盤の確立 

 

提案・要望先  厚生労働省 

千葉県担当部局 健康福祉部 

 
【提案・要望事項名】  

 国民健康保険の持続可能な安定的運営に向けた財政基盤の確立 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 今後の医療費の増嵩を見据え、国民の保険料負担の平準化に向け、財政 

支援の方策を講じ、将来にわたり持続可能な国民健康保険制度を構築する

ための財政基盤を国の責任において確立すること。 

２ 被用者保険と比べ、特に子育て世帯の保険料負担が重いことから、子ども

に係る均等割保険料軽減措置の導入など、子どもに対しても一律に適用さ

れている保険料のあり方を見直すなどの措置を行うこと。 

３ 子ども医療費助成事業や重度心身障害者（児）医療費助成事業等の地方単

独事業の実施に伴う国民健康保険の国庫負担金減額調整措置を全面的に廃

止すること。 

【直面している課題・背景】 

 ○ 国が公費支援の拡充を行い、都道府県が財政運営の責任主体となる国保

の広域化が平成３０年度から実施されたが、他の医療保険制度に比べて、年

齢構成が高いため医療費が高く、所得水準が低いため保険料負担が高い、国

保の構造的な課題は全て解消したわけではない。 

○ 特に本県は、医療費が全国平均を上回る水準で伸びており、また高齢化が

全国平均以上に進んでいることから今後も同様の傾向が見込まれる。さらに

近年における高額薬剤の使用増の影響などから、急速な国保財政の悪化が懸

念される。 

○ また、国保は、被用者保険と異なり、保険料算定にあたり被保険者割を採

用しており、所得のない子どもにも保険料は賦課されることから子育て世帯

の保険料負担は重くなっている。 

○ 地方の自主的な取組を阻害するとして廃止を要望していた、地方単独事業

にかかる国保の減額調整措置については、平成３０年度から未就学児の医療

費助成を対象とした措置は廃止されたものの、その他の措置は引き続き行わ

れている。 
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【参考：国民健康保険一人当たりの医療費（全国平均、千葉県）】 

 

 

 

 

 
 
 
 

265,834 

283,246 

303,572 

324,666 

299,333 

315,856 

333,461 

250,000

300,000

350,000

H22 H24 H26 H28

千葉県 全国平均

（円） 



36 
 

平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

３ 医療・福祉の充実 

（３）介護需要への対応 
 

提案・要望先  厚生労働省 

千葉県担当部局 健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】①介護人材の確保・定着対策の推進 
 
 

【具体的な提案・要望内容】 

１ 介護職員の処遇改善については、当該職員の給与改善に確実につながる 

ことが担保される仕組みを構築した上で、恒久的な制度として整備すると 

ともに、国において必要な財源を措置すること。 

 

 

２ 介護職員の負担軽減や業務の効率化に資するため「介護ロボット導入支援

事業」に係る補助率の引き上げなどにより、施設の費用負担の軽減を図り、

更なる普及促進を支援すること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年には、本県の介護職員は  

約２万３千人が不足すると見込まれており、介護人材の確保・定着は喫緊の

課題となっている。 

○ 平成２９年度からは、介護職員処遇改善加算について、介護職員の経験、

資格又は評価に応じた昇給の仕組みを構築した事業者に対して、新たな上乗

せ評価を行う加算が設けられたが、介護職員の給与水準は介護保険サービス

事業所等の他職種と比べて低いことから、事業所等では、必要な介護職員の

確保が大変厳しい現状にある。 

○ 介護職員の負担軽減や業務の効率化のためには、新たな技術を活用した 

介護ロボットの導入が有効であるが、一般的に高額である。現在の補助率 

では、高性能なロボットなどの導入には施設の負担額が多くなることから、

負担軽減や業務の効率化に大きな効果のある高性能、高価格の機種の導入が

進んでいないのが課題である。 

  

  
 
【予算】厚生労働省（要望１） 
・「介護保険制度による介護サービスの確保（介護職員の更なる処遇改善）」 

H31 当初  213 億円（新規） 

【予算】厚生労働省（要望２） 
・「地域医療介護総合確保基金（介護分）の実施（社会保障の充実）」 

H31 当初   82 億円の内数    （昨年度比 1.37倍） 
 

・「外国人介護人材の受入環境の整備等」 
        H31 当初   11 億 2千 5 百万円（昨年度比 4.18 倍） 
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【参考１：介護従事者等の平均給与額の状況（月給・常勤の者）】 

 ２８年９月平均給与額 

介 護 職 員 ２８９，７８０円 

看 護 職 員 ３７１，１００円 

生 活 相 談 員 ・ 支 援 相 談 員 ３１５，９４０円 

理学療法士等又は機能訓練指導員 ３４３，８９０円 

介 護 支 援 専 門 員 ３４２，４４０円 
※平成 28年度介護従事者処遇状況等調査 
※平均給与額は基本給（月額）＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１/６） 
 

 
【参考２：千葉県内の事業所等における処遇改善の取得状況（平成２９年度）】               

 ※キャリアパス要件や職場環境の整備状況により届出の内容が異なる。 

 

 
【参考３：千葉県介護ロボット導入支援事業費補助金の交付状況】 

※ 機器１台につき、補助率１／２ 上限額１０万円 
（Ｈ３０年度から上限額１０万円から３０万円へ引き上げられる予定） 

※ １施設当たりの限度台数 
・施設・居住系は利用定員数を１０で除した数 

・在宅系は利用定員数を２０で除した数 
※ 千葉県内の特別養護老人ホーム４３８施設のうち、当該補助金による介護ロボット

導入は１９施設（全体の４％） 

 

  

届出の内容 事業所数 割合 

 対象事業所 

  

 

  

７,５３８ １００．０％ 

  

  

処遇改善 Ⅰ (月額 37,000 円相当) ４,８４６ ６４．３％ 

処遇改善 Ⅱ (月額 27,000 円相当) １,０６６ １４．１％ 

処遇改善 Ⅲ (月額 15,000 円相当) ６８３ ９．１％ 

処遇改善 Ⅳ (月額 13,500 円相当) ３４ ０．５％ 

処遇改善 Ⅴ (月額 12,000 円相当) ６２ ０．８％ 

なし ８４７ １１．２％ 

 補助施設数 補助台数 補助金額 導入機器 

２８年度    １４ ８５ ７，５４９，０００円 
見守り８４台 

リフト １台 

２９年度 １４ ９２ ７，９９８，０００円 見守り９２台 
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【参考４：主な介護ロボットの販売金額例】 

 

  

目的 種類 金額 摘要 

移乗介護 
装着型 １９３，０００円 

３年レンタルの初期導入費用 
３年レンタル総額 ３，１４１千円 

非装着型 １，０００，０００円 離床アシストベッド等 

移動支援 

屋外 ２００，０００円 外出サポート（歩行支援機器） 

屋内 ７００，０００円 
屋内移動や立ち座りサポート 
（歩行支援機器） 

排泄支援 トイレ ５７０，０００円 後付け居室内水洗トイレ 

見守り センサー ３００，０００円 シルエット見守りセンサー等 

入浴支援 
電動昇降
機 

３３７，０００円 浴槽設置型入浴支援機器 

レクレー
ション 

コミュニ
ケーショ
ン 

７２３，６００円 
コミュニケーションロボット  パル
ロ 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

３ 医療・福祉の充実 

（３）介護需要への対応 

 

提案・要望先  厚生労働省 

千葉県担当部局 健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】②特別養護老人ホーム等介護サービス基盤整備の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 県や市町村では、介護サービスの提供体制の充実及び基盤整備を継続して

いく必要があることから、地方財政措置を拡充、若しくは新たな支援策等を

講じること。 

２ 地域医療介護総合確保基金事業においては、助成対象に併設ショート  

ステイを加える等の拡充や、助成単価の増額を行うなど、支援の一層の充実

を図ること。 

また、今後も安定的・継続的な支援制度とするとともに、その充実を図る

こと。 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 高齢化が急速に進む本県では、都市部を中心に認知症高齢者を含め、要介

護者が急増することが見込まれており、介護サービス基盤の整備が急務と 

なっている。 

そのため県では、市町村とともに特別養護老人ホームや認知症高齢者   

グループホーム等の介護サービス基盤の整備を進めているが、特別養護老人 

ホームの待機者数は依然１万人を超えるなど、増大する介護需要にサービス 

供給体制の整備が追いついていない状況である。 

広域型特別養護老人ホーム整備については、都道府県交付金が廃止され、 

地方財政措置が行われているところであるが、元利償還時の交付税措置が 

当初よりも縮減され、これ以上の縮減は財源の確保に支障が生じ、必要な 

【予算】厚生労働省（要望２） 
・「介護施設等の整備に関する事業」 

H31 当初 467 億 3百万円（昨年度比 1.10 倍） 
 
・平成 30 年度から介護施設の開設準備経費の支援について、助成単価が増額された。 
 
・地域密着型特別養護老人ホームに併設されるショートステイ用居室の整備につい
ても助成対象とされたほか、施設の開設準備に要する経費についても、広域型・地
域密着型の特別養護老人ホームに併設されるショートステイ用居室について支援
に含まれることとされた。 
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整備が困難になるおそれがある。 

○ 地域密着型特別養護老人ホーム等の整備や施設の開設準備経費等への 

助成については、全額国費である「介護基盤緊急整備等臨時特例交付金」  

及び「介護職員処遇改善等臨時特例交付金」が平成２６年度末に終了した。

平成２７年度から移行した「地域医療介護総合確保基金事業」では、    

都道府県が事業費の３分の１を負担する形に制度が変更されたため、厳しい

財政状況の中、事業進捗の遅れが懸念されるところである。 

一方、今後も東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催に

伴う公共投資の増大等により更なる建築工事費の高騰が見込まれることか

ら、実質的な補助率の低下による事業者負担の増大も懸念されるところであ

る。 

特に、地域密着型特別養護老人ホームの整備においては、併設ショートス

テイの整備に対する補助が無く、助成が十分でないことや、経営規模が小さ

く、スケールメリットが働かないことなどから、施設整備の際の借入金の返

済が施設経営において大きな負担となっている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

４ 環境対策の推進 

（１）印旛沼・手賀沼流域の水環境保全対策の推進 

 

提案・要望先  国土交通省、環境省   

千葉県担当部局 環境生活部、県土整備部 

 

【提案・要望事項名】印旛沼・手賀沼流域の水環境保全対策の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 印旛沼及び手賀沼流域下水道事業並びに関連する公共下水道事業を促進

するために支援すること。 

２ 印旛沼流域及び手賀沼流域に係る河川環境整備事業を促進するために支

援すること。 

 

 

３ 面源系からの発生源別負荷対策及び水質汚濁メカニズムの解明に関する

調査研究の推進及び効果的な対策のための支援を行うこと。 

 

 

４ 印旛沼流域及び手賀沼流域において大量繁茂する水生植物（侵略的な外来

植物を含む。）への対策について、財政支援制度を創設すること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

・水質改善に関する事項 

○ 印旛沼・手賀沼の水質は、「湖沼水質保全特別措置法」に基づく湖沼水質

保全計画を７期にわたり策定し、これまで各種対策を推進してきたにもか

かわらず、いまだ環境基準値を大幅に上回っている状況である。 

○ 印旛沼・手賀沼の水質汚濁は、生活系排水の流入のほか、市街地・農地等、

面源系からの窒素・りんの流入による富栄養化が大きな原因となっている。 

 

○ 湖沼水質保全計画においては、下水道の整備及び高度処理型合併処理浄化

槽の設置促進等の生活排水対策のほか、植生帯の整備等による水質浄化対

【予算】国土交通省（要望１・２） 
・「社会資本総合整備（社会資本整備総合）」 

H31 当初 8,713 億 4千 1 百万円の内数（昨年度比 0.98 倍） 
 

【予算】環境省（要望３） 
・「大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費」 

H31 当初 59億 7 千 3百万円の内数 
 

【予算】環境省（要望４） 
・「生物多様性保全推進支援事業費」 

H31 当初 1億 3 千 6百万円の内数（昨年度比 1.43倍） 
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策、雨水浸透施設の設置や、環境にやさしい農業の推進などによる面源系負

荷対策を推進しているが、今後もこれらの対策を継続の上、更なる取組の推

進が必要である。 

○ これまでの対策により、沼に流入する汚濁負荷量は着実に削減されている

ものの、水質は横ばいの傾向が続いており、その水質汚濁メカニズムの解明

に向けた調査研究も推進する必要がある。 

○ なお、印旛沼については、湖沼水質保全計画に加えて、印旛沼及び流域の

水循環に関する「印旛沼流域水循環健全化計画」を平成２２年１月に策定し、

平成２８年度には「第２期行動計画」を策定するなど、印旛沼の水質改善、

自然環境の保全・再生及び地域の活性化の取組を推進している。 

 

・水生植物対策に関する事項 

○ 印旛沼・手賀沼とその流域河川において、オニビシやハスのほか、特定外

来生物であるナガエツルノゲイトウなどの水生植物が大量に繁茂し、その面

積は拡大を続けていることから、水質や生態系への影響、治水や景観上の問

題などが懸念されている。 

○ 環境省の「生物多様性保全推進支援事業」を活用した水生植物の駆除事例

はあるが、事業期間は原則２年とされているほか、特定外来生物に該当しな

いオニビシやハスなどの駆除は対象となっていない。そのため、湖沼流域の

水辺環境の保全を目的とした水生植物対策への国による財政支援が必要で

ある。 

 

【参考１：印旛沼・手賀沼の水質の状況】 
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印旛沼 COD 環境基準 3mg/L 

手賀沼 COD 環境基準 5mg/L 
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【参考２：水生植物の繁茂状況】 

 種類 繁茂域 H20 H27 H29 
ナガエツルノ

ゲイトウ 
印旛沼及び 
流域河川 

27,536 ㎡ 41,691 ㎡ 54,885 ㎡ 

オニビシ 印旛沼 842,590 ㎡ 914,945 ㎡ 1,643,480 ㎡ 
ハス 手賀沼 182,000 ㎡ 231,000 ㎡ 236,000 ㎡ 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

４ 環境対策の推進 

（２）ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進 

 

提案・要望先  環境省    

千葉県担当部局 環境生活部 

 

【提案・要望事項名】ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進  
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ ＰＣＢ廃棄物の処理が早期に処理できるよう、高濃度ＰＣＢ廃棄物処理施

設の能力向上や、無害化処理認定制度を活用した低濃度ＰＣＢ廃棄物処理施

設の増設について、さらに強化すること。 

 

 

 

 

２ 高濃度ＰＣＢ廃棄物について、平成２６年６月の国の基本計画の変更に伴

い増加する処理費用の負担軽減措置を講じること。 

３ ＰＣＢ廃棄物の処理期限後に生じる代執行による都道府県市の財政負担

に対して、さらに財政措置を講じること。 

４ 未届出者の掘り起こし調査に当たって、都道府県市への財政支援を確実に

講じること。 

５ 使用中のＰＣＢ含有機器について、期限内処理の実現のために、関係省庁

と連携し、早期の使用停止を促すこと。ＰＣＢ廃棄物については、適正に保

管し処理する必要があることを事業者に対し、広報をより効果的に実施する

こと。 

 

 

 

 

 

  

【予算】環境省（要望１） 
・「（高濃度）PCB 廃棄物処理施設整備事業」  

H31 当初 14億円の内数（昨年度比 1.00 倍） 
H30 補正 21億円の内数 

 
・「（低濃度）PCB 廃棄物適正処理対策推進事業」 

H31 当初 1億 2 千 1百万円の内数（昨年度比 0.89倍） 

【予算】環境省（要望５） 
・「PCB 廃棄物適正処理対策推進事業」  

H31 当初 1億 2 千 1百万円の内数（昨年度比 0.89倍） 
H30 補正 2億 2 千 2百万円の内数 

 
【施策】環境省 
・照明機器の PCB 使用安定器の適正処理を促進するテレビ CM を製作し、全国放映を
検討中。 
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【直面している課題・背景】 

１ ＰＣＢ廃棄物の処理体制の強化 

○ ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物については、法令による処理期限が

平成３９年３月まで延長されているが、保管中の漏えいリスク等があること

から、可能な限り早期に処理を完了する必要がある。 

○ また、各都道府県・政令指定都市及び中核市（以下、「都道府県市」とい

う。）が実施している掘り起こし調査により、高濃度ＰＣＢ廃棄物、低濃度

ＰＣＢ廃棄物ともに処理量が増大する恐れがあり、処理体制の強化が必要で

ある。 

 

２ 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理費用の負担軽減措置 

○ 国は法定計画である「ＰＣＢ廃棄物処理基本計画」を平成２６年６月に改

訂し、当初中間貯蔵・環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）東京事業所で処

理予定だった本県を含む一都三県の高濃度ＰＣＢ廃棄物の一部（安定器及び

汚染物等）をＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所で処理することとなった。

そのため、収集・運搬委託費用や処理費用が高くなり、保管事業者への負担

が増加している。特に収集・運搬委託費用は中小企業等に対する補助金であ

る「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金造成事業補助金」の対象外であるた

め、収集・運搬委託費用に対する支援が一切なく、今後、適正処理の推進に

支障をきたす恐れがある。 

 

３ 代執行費用のさらなる財政措置 

○ 平成２８年５月の法改正により、使用中の高濃度ＰＣＢ使用製品を所有す

る一部の事業者に対しても、高濃度ＰＣＢ廃棄物と同様の義務等が措置され、

加えて、都道府県市が事業者に対して行う代執行等に関する権限が強化され

た。そのため、ＰＣＢ廃棄物の処理期限後には、代執行による新たな財政負

担が生じる。 

○ 平成３０年３月に国の代執行に対する財政的支援策により、処理費用のう

ち、７５％はポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基金から措置され、残り２５％

のうち、一部（現在のところ処理費用の２０％分の予定）については、平成

３０年度以降に、総務省によって特別交付税措置がなされる予定である。こ

の措置により、都道府県市の費用負担は実質、処理費用の５％であることが

示されたところであるが、ＰＣＢ廃棄物の処理費用は高額となることから、

都道府県市の財政負担は大きく、さらなる措置が必要である。 
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４ 掘り起こし調査に係る財政支援の確実な実施 

○ 同計画では、届出されないまま保管されているＰＣＢ廃棄物を網羅的に

把握するため、掘り起こし調査を都道府県市が行うこととされている。平

成２９年度、ＰＣＢ含有蛍光灯安定器について調査方法が示されたが、調

査対象が多く、今後、調査等に伴う財政面等での負担が増加することにな

る。 

○ 平成２９年１２月に国の掘り起こし調査に対する財政的支援策により、

掘り起こし調査等の各保管事業者に対する指導等の予算は地方交付税交付

金の算定根拠の中で、「高濃度ＰＣＢ使用製品等の調査経費」として、   

１０，６６１千円（道府県における標準団体として人口１７０万人を設定

して算出された額）が新規措置されるものとして示されたところであるが、

調査に要した経費に対し、確実に財政支援が実施される必要がある。 

 

５ ＰＣＢ廃棄物の適正処理の周知 

○ 使用中のＰＣＢ使用機器については、経済産業省が所掌する電気事業法

により適正管理及び使用停止がなされるため、処分期間内の処分を実現す

るためには、省庁間連携を行ったうえで、使用中のＰＣＢ使用機器の早期

使用停止を促す必要がある。 

○ ＰＣＢ廃棄物等の適正な保管・処理について、未だ把握していない事業

者が多く、より効果的な広報活動が必要である。 

 

【参考：表 PCB 廃棄物及び高濃度 PCB 使用製品の処理期限】 
 

分類 処理施設 処分期間 計画的処理完了期限 

高濃度 PCB 廃棄物 

（使用製品）のうち 

廃 PCB 等及び廃変圧器等 

JESCO 東京 PCB 処理

事業所 

平成３４年３月３１日 

まで 
平成３５年３月３１日 

高濃度 PCB 廃棄物 

（使用製品）のうち 

安定器及び汚染物等 

JESCO 北 海 道 PCB  

処理事業所 

平成３５年３月３１日 

まで 
平成３６年３月３１日 

低濃度 PCB 廃棄物 
無害化処理認定施設

等 

平成３９年３月３１日 

まで 
－ 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

４ 環境対策の推進 

（３）地球温暖化対策の国・地方の役割分担を踏まえた財源配分 

 

提案・要望先  環境省   

千葉県担当部局 環境生活部 

 
【提案・要望事項名】  

 地球温暖化対策の国・地方の役割分担を踏まえた財源配分 
  
【具体的な提案・要望内容】 

  地球温暖化対策は地方公共団体にも求められていることから、安定的な  

地方税財源を確保する制度を創設すること。また、現在、国において議論  

されている炭素税を導入する場合には、税収入の一定割合を地方に移譲する 

仕組みを構築すること。 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 温室効果ガス排出量の削減に係る国際的な枠組みである「パリ協定」が 

発効され、日本においても、新たに地球温暖化対策計画を策定し、温室効果

ガス排出量を２０３０年度に２０１３年度比で２６％削減、２０５０年には

８０％削減という高い目標を掲げている。 

 ○ 国においては、地球温暖化対策のための税を財源として、再生可能   

エネルギーの導入や省エネルギー対策などの様々な取組を実施している。

地球温暖化対策は、県域を越えて国民に広く便益をもたらすものであり、 

その対策の責務は、本来、国が負うべきである。 

 ○ 一方、海洋エネルギーなど地域の特性を活かした再生可能エネルギーの

活用、森林整備や緑化の推進、一層の省エネルギーの啓発など、地方公共 

団体がそれぞれの実情に応じて実施した方が効率的な施策もあることから、

地方にも一定の役割が求められている。県では、２０１６年９月に、千葉県

地球温暖化対策実行計画を策定し、取組を進めているが、そのために必要と

なる安定的な財源が地方に配分されていない。 

 ○ ２０１７年３月に国が発表した「長期低炭素ビジョン」においては、  

【予算】環境省 
・「税制全体のグリーン化推進検討経費」  

    H31 当初 3千 5 百万円の内数（昨年度比 1.00 倍） 
・「カーボンプライシング導入可能性調査事業」 

H31 当初 2億 5 千万円   （昨年度比 1.00倍） 
 
【施策】環境省 
・現在、国において、カーボンプライシングの可能性について検討が行われている。 
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世の中のすべての主体に排出削減のインセンティブを与え、市場の活力を

最大限活用して、低炭素の技術、製品、サービス等の市場競争力を強化する

カーボンプライシング（炭素の価格付け）を主要な施策の方向性としている。 

各国で２０２０年までの提出が求められている長期の温室効果ガス低排

出発展戦略については、現在、国において策定に向けた検討が進められて  

いるが、その中で炭素税を含むカーボンプライシングの導入についても議

論されている。仮に炭素税を導入する場合には、上記の国・地方の役割分

担を踏まえ、地方での取組に係る財源が配分される必要がある。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

４ 環境対策の推進 

（４）再生可能エネルギーの適切な導入に向けた制度設計と運用 

 

提案・要望先  経済産業省、環境省   

千葉県担当部局 環境生活部、商工労働部 

 
【提案・要望事項名】  

再生可能エネルギーの適切な導入に向けた制度設計と運用 
 
 

【具体的な提案・要望内容】 

１ 再生可能エネルギー発電促進賦課金等については、固定価格買取制度の更

なる運用見直しを行い、再生可能エネルギーの最大限の導入を図りつつ、国

民や企業の過度な負担とならないよう努めること。 

 

 

 

 

２ 再生可能エネルギー特別措置法に基づく事業計画の認定に際し、一定規模

以上の発電設備を設置する事業者に対して地域住民への事前説明を義務付

けるなどの法整備を行うとともに、地域との関係構築に係る具体的な手続等

をガイドラインに追加すること。また、事業者が再生可能エネルギー特別措

置法や国のガイドラインに基づいた適切な事業を実施するよう、国が責任を

持って指導すること。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 発電事業終了後に太陽光発電設備の確実な撤去及び適正な処分が行われ

るよう、発電事業者による廃棄等費用の積立てを担保する仕組みの検討を進

め、法制化すること。また、太陽光パネルのリサイクル技術を確立すること。 

 

【施策】経済産業省 
・現在、国において、「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委

員会」を設置し、固定価格買取制度の見直しに向けた検討を実施している。 
 

当該委員会の検討を踏まえて、国は平成 30 年 12 月に、平成 24 年度～平成 26 年
度に FIT 認定を受けた事業用太陽光発電(10kW 以上)のうち、運転開始期限が設定
されていない未稼働案件を対象に、適時の調達価格の適用及び運転開始期限の設
定のための措置を講じた。 

【予算】環境省（要望２） 
・「環境影響評価制度合理化・最適化経費」 

H31 当初 6千 5 百万円の内数（昨年度比 0.94倍） 
 
【施策】（要望２） 
経済産業省 
・再生可能エネルギー特別措置法に基づく、標識・柵塀の設置義務について、平成 30
年 11 月に改めて注意喚起を行うとともに、設置義務に違反する案件の取締りに本
格着手することとしている。 

 
環境省 
・「太陽光発電施設等に係る環境影響評価の基本的考え方に関する検討会」を開催し、
大規模な太陽光発電施設の設置については、環境影響評価法の対象とする方向で
検討が行われている。 



50 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

１ 過度な国民負担の抑制 

○ 地球温暖化対策の新たな国際枠組みである「パリ協定」が採択され、脱炭

素社会への歩みが加速する中、エネルギーの分散確保や環境負荷の低減等の

観点から、再生可能エネルギーの導入がより一層求められている。 

○ 再生可能エネルギーについては、固定価格買取制度創設以来、主に事業用

太陽光発電への参入が急速に拡大した結果、買取費用に係る国民負担の増大

が大きな課題となってきた。 

○ こうした状況を踏まえ、国においては、平成２９年４月に固定価格買取制

度を改正し、大規模太陽光発電の入札制度や中長期的な買取価格目標の設定

等を新たに導入し、再生可能エネルギーの最大限の導入と国民負担抑制の両

立を図ったところであるが、今後も再生可能エネルギーの導入が進む中で、

賦課金がさらに増加することが懸念されている。 

 

２ 太陽光発電事業者に対する指導の強化 

○ 事業用太陽光発電の導入が進む中で、防災上・環境上の懸念をめぐり地域

住民との関係が悪化するなどのトラブルが全国各地域で生じており、本県に

おいても、一部の地域では住民の間で、景観や自然環境、生活環境の悪化な

どに対する懸念が生じている。 

○ こうした状況を踏まえ、国は、平成２９年３月に「事業計画策定ガイドラ

イン」を策定し、地域との関係構築について、地域住民に十分配慮して事業

を実施するよう努めることなどを事業者に求めている。 

○ しかし、ガイドラインは努力義務であり、地域との関係構築に係る具体的

な手続も定められていないことから、実効性に乏しいものとなっている。 

○ このため、一定規模以上の事業については、住民への事前説明を義務付け

るとともに、具体的な手続をガイドラインに追加することにより、地域との

関係構築の必要性を明確にしていく必要がある。 

【予算】環境省（要望３） 
・「リサイクルシステム統合強化による循環資源利用高度化促進事業」 

H31 当初 2億 6 千 2百万円の内数（昨年度比 1.11倍） 
 
【施策】（要望３） 
経済産業省 
・再生可能エネルギー特別措置法に基づく認定事業者に対し、廃棄費用の積立計画・
進捗状況の国への報告を義務化した。 

 
・「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会」において、廃
棄等費用の確実な積立てを担保する制度の検討が行われている。 

 
環境省 
・「太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン（第２版）」を平成
30 年 12 月に公表した。 
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○ また、発電事業の認定権限を有する国が直接指導することにより、法やガ

イドラインに基づいた適切な事業実施、特に地域との関係構築についての実

効性を確保していくことが求められている。 

 

３ 太陽光パネルの廃棄等への対応 

○ 太陽光発電設備は、固定価格買取制度導入以降、加速度的に普及したが、

太陽光パネルの寿命は２５～３０年程度と言われている。 

２０３０年代半ば以降、使われなくなったパネルが大量に発生すると予測

されており、パネルの放置や不法投棄、不適切な廃棄処理により、地域環境

の悪化が懸念される。 

○ 再生可能エネルギー特別措置法に基づく事業計画の認定の際に、事業計画

に廃棄費用が計上されていることは確認されている。 

しかし、事業終了後の撤去・処分費用を適正に確保するためには、買取価

格に含まれている廃棄等費用を計画的に積み立てることが求められる。 

○ ガイドラインでは「撤去及び処分費用について、積立等の計画的な調達・

手配を行うよう努めること」とされているが、実際に積立てを行っている事

業者は少ないとされている。 

○ そのため、事業者が太陽光パネルを確実に撤去し、適正に廃棄・処分する

ため、発電事業者による廃棄等費用の積立てを担保する法制度等を整備する

とともに、回収された太陽光パネルのリサイクル技術を確立する必要がある。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

５ 子育て支援の充実 

（１）保育所等施設整備に対する財源措置と保育士の確保 

 

提案・要望先  厚生労働省、文部科学省、内閣府 

千葉県担当部局 健康福祉部           

 

【提案・要望事項名】保育所等施設整備に対する財源措置と保育士の確保 
 
 
【具体的な提案・要望内容】 

１ 国が策定した新しい経済政策パッケージにおいて待機児童解消のため、 

２０２０年度末までに３２万人の受皿整備を行うとしているが、この実現の

ため、保育所等施設整備に対する財政支援を継続し、充実させること。 

 

 

 

２ 施設整備に伴い必要となる保育士の確保に向け、処遇改善を図るため、 

保育士の給与が他の職種と比べ適切な水準となるよう公定価格の引上げを

行うこと。 

３ 処遇改善のための研修受講にあたって、必要となる代替保育士の雇上げに

ついて、十分な対応ができるよう公定価格の引上げを行うこと。 

４  １歳児や４・５歳児の職員配置基準を改善するとともに、その他職員の配

置について現場の実情を考慮し、公定価格に反映させること。 

 

 

５ 公定価格の地域区分等について地域の状況を反映した設定にすること。 

 

【直面している課題・背景】 

○ 本県では、待機児童の多い都市部を中心に施設整備を促進しており、  

「安心子ども基金」等を活用し、近年では毎年３千人～６千人規模の整備を

実施し、平成２１年度から平成２９年度の９年間で約３万８千人の定員増を

行ってきた。 

○ しかし、平成２９年１０月１日時点の待機児童数は３，６６４人と、前年

同期（３，３８４人）を２８０人上回り、待機児童の解消には依然至らない

状況である。平成２９年度は、子育て安心プランや新しい経済政策パッケー

【予算】（要望１） 
厚生労働省 
・「保育所等整備交付金」     H31 当初 746 億 8 千万円    （昨年度比 1.13倍） 
 
文部科学省 
・「認定こども園施設整備交付金」H31当初  34 億 2 千 4 百万円（昨年度比 1.52倍） 

【予算】内閣府（要望２・４） 
・「子どものための教育・保育給付」 

H31 当初 1兆 1,137 億 5 千 7百万円の内数（昨年度比 1.23 倍） 
 



53 
 

ジを受け、子ども・子育て支援事業支援計画を見直しており、引き続き施設

整備による定員増を図っていく必要がある。 

○ 施設整備の定員増に見合う数の保育士確保が必要となるが、保育士は他業

種と比較し、依然、給与水準が低く平均勤続年数も短い傾向にあるため、保

育士確保のためには処遇の改善が引き続き重要である。 

○ 平成２９年度から、各都道府県において処遇改善の要件となるキャリア 

アップのための研修を実施することとされ、研修のカリキュラムや保育現場

の実情を鑑みると、対象となる保育士全員が当該研修を修了するまでには、

相当の期間を要する。その間研修代替の職員を確保するため、当初子ども・

子育て支援の質的向上として掲げられた年間５日分の配置に伴う公定価格

の早期拡充を求める。 

○ 子ども・子育て支援の質的向上として新制度当初に掲げられた１歳児の職

員配置の６対１を５対１に、４・５歳児の職員配置の３０対１を２５対１に

することについて、保育現場の環境改善と、保育士の定着確保のため早期に

改善するよう求める。 

その他、新制度移行後の事務量の増加や、アレルギー食対応等の調理業務

量の増加に対応するため、事務員や調理員などを実情に応じて配置できるよ

う、公定価格への反映を求める。 

○ 保育所等運営費の給付においては、公定価格の地域区分が市町村ごとに 

設定されており、同規模であっても隣接区域との差が生じているところで 

ある。また、建物賃借料についても、地域によって負担が高額となっている

など、地域の状況を反映した区分の設定が求められている。  
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

５ 子育て支援の充実 

（２）子どもの医療費助成制度の創設 

 

提案・要望先  厚生労働省 

千葉県担当部局 健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】子どもの医療費助成制度の創設 
  
【具体的な提案・要望内容】 

国、県、市町村が一体となって次世代育成支援ができるよう、国において  

現物給付方式による子どもの医療費助成制度を創設すること。 

【直面している課題・背景】 

○ 市町村が実施する子ども医療費助成事業に対しては、子どもの保健対策の

充実及び保護者の経済的負担の軽減等、子育て支援の観点から、全都道府県

で助成を行っている。 

○ しかしながら、財政事情や政策的な要素などから、自治体間で支払方法や

対象年齢、自己負担金、所得制限等の制度内容が異なるため、保護者の不公

平感や転居によって負担が増加することへの不満が生じている状況にある。 

○ 子どもの医療費助成は、子育て世代の保護者の要望が多く、また、次世代

育成支援対策の一環として重要な制度である。さらに、市長会、町村会、市

町村及び県議会すべての会派からも、制度の創設等について要望が出されて

いる。 

【参考：子ども医療費助成事業の概要】 

  子どもにかかる医療費から保険給付の額を控除した額について、その費用

の全部又は一部を助成する経費を、実施主体の市町村に補助する事業。 

実 施 主 体 市町村（県単独事業） 

負 担 割 合 県 1/2、市町村 1/2（千葉市のみ県補助 1/4） 

助 成 対 象 入院：中学校３年生まで、通院：小学校３年生まで 

自 己 負 担 入院１日、通院１回につき 300 円 

（市町村民税所得割非課税世帯は無料） 

所 得 制 限 児童手当に準拠 

H３０当初予算額 ６７億円 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

６ 教育現場への支援の充実 

（１）新学習指導要領の円滑な実施と学校における 

働き方改革のための教職員等の体制強化 

 

提案・要望先  文部科学省 

千葉県担当部局 教育庁   

 

【提案・要望事項名】 

新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための教職員等の

体制強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 教職員定数の改善及び充実 

（１）学校における働き方改革や複雑化・困難化する教育課題へ対応するため、

更なる教職員定数の改善に取り組むこと。 

（２）改正された基礎定数についての算定基準をさらに見直すこと。 

（３）少人数学級の拡大や様々な課題へ対応するための教職員配置を計画的か

つ安定的に進めること。 

 

 

 

 

２ 専門スタッフ・外部人材の拡充 

（１）スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置時間数の

増加や配置校数の拡大に必要な予算を一層拡充すること。また、教育支援

体制整備事業費補助金の補助率を１／２に引き上げること。 

 

 

（２）スクール・サポート・スタッフ、部活動指導員の配置が促進されるよう、

国の補助制度を拡充すること。 

 

 

 

 

【予算】文部科学省（要望１） 
・「新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革 
のための指導・運営体制の構築（義務教育費国庫負担金）」 

H31 当初 1兆 5,200 億 3 千 3百万円の内数（昨年度比 1.00 倍）
 
・教職員の定数については、「教員の働き方改革」として 1,110 人、「複雑化・困難化
する教育課程への対応」として 346 人（再掲除く）、合計 1,456 人の定数改善。 

【予算】文部科学省（要望２（１）） 
・「いじめ対策・不登校支援等総合推進事業」 

H31 当初 68 億 8 千 5 百万円の内数（昨年度比 1.08 倍）

【予算】文部科学省（要望２（２）） 
・「補習等のための指導員等派遣事業（スクール・サポート・スタッフの配置）」 

H31 当初 14 億 4 千万円（昨年度比 1.20 倍）
教員サポートとして 3,600 人拡充 
 

・「補習等のための指導員等派遣事業（中学校における部活動指導員の配置）」 
H31 当初 10 億 8 百万円（昨年度比 2.00 倍）

4,500 人（5億円）→9,000 人（10 億円）拡充 
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３ 小学校英語教育推進のための国としての支援の充実 

専科教員やＡＬＴの確保に対する予算措置の拡充を図ること。また、教員

の研修の充実に関する予算措置の拡充を図ること。 

 

 

 

 

 

４ 栄養教諭等の配置促進及び食に関する指導のための施策の充実 

食育を推進するため、栄養教諭及び学校栄養職員の配置を計画的に改善し、

栄養教諭等の配置促進のための財政的支援等の措置を講じるとともに、栄養

教諭を中核とした食に関する指導のための施策を充実すること。 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

１ 教職員定数の改善及び充実 

○ 生徒指導上の問題等が複雑化、多様化するなか、近年の教育行政には、   

学習指導要領の改訂に伴う授業時数や指導内容の増加等への対応、いじめ問

題をはじめとした生徒指導への対応強化、通級指導教室の充実など特別支援

教育の推進、外国人児童生徒への日本語指導の充実等、様々な課題への対応

が求められており、これらの教育課題に対応するためには教職員定数を適切

に措置する必要がある。 

○ また、平成２９年度予算で基礎定数化されたものについては、学校現場の

状況を踏まえると、国の基準では十分とはいえない。特に、「初任者研修体

制の充実」においては、これまでも初任者４名に対して、１名の初任者指導

教員を想定して加配要望してきたが、その数にも満たない状況であるにもか

かわらず、１対６の割合で措置されることとなっており、初任者研修の体制

及び水準の維持が危惧される。 

○ 平成２３年度に小学校第１学年で１学級の標準を３５人に引き下げた後

は、法改正による学級編制基準の引き下げを見送っている。学級編制基準の

引き下げを行うか、少人数学級が十分にできる加配の拡大を進めないと、少

人数学級を推進することができない。 

 

【予算】文部科学省（要望３） 
・「新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革 
のための指導・運営体制の構築（義務教育費国庫負担金）」 

H31 当初 1兆 5,200 億 3 千 3百万円の内数（昨年度比 1.00 倍）
 
小学校専科指導の充実として、1,000人を計上  

 
・「小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業」 

H31 当初 6億 2千 7百万円の内数（昨年度比 0.85 倍）

【予算】文部科学省（要望４） 
・「新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革 
のための指導・運営体制の構築（義務教育費国庫負担金）」 

H31 当初 1兆 5,200 億 3 千 3百万円の内数（昨年度比 1.00 倍）
 
チーム学校の実現に向けた学校の指導体制の基盤整備として、養護教諭・栄養教諭等
の 20 人の配置を計上。 
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２ 専門スタッフ・外部人材の拡充 

○ 本県ではこれまでに、中学校を中心にスクールカウンセラーを配置し、小

学校には要請に応じ、派遣等により対応してきた。しかし、依然としていじ

めや不登校の早期発見、早期対応や暴力行為等の問題行動の低年齢化、加え

て、虐待や発達障害への対応など、小学校へのスクールカウンセラー配置の

要望は、より一層強くなっている。また、児童生徒の問題行動の背景には、

児童生徒を取り巻く家庭環境等が影響している事案もあり、スクールソーシ

ャルワーカー配置のニーズが高まる中、全県を網羅するために苦慮している

ところである。 

今後もスクールカウンセラー等の配置を拡充していく必要があるが、平成

２０年度に国の補助率が１／２から１／３に引き下げられた影響が大きく、

非常に苦慮している状況にある。 

○ 文部科学省が公表した「教職員の業務実態調査（平成２６年度）」によれ

ば、小・中学校において、国や教育委員会からの調査やアンケートの集計な

ど、直接児童生徒の教育とは関係のない文書事務の負担感率が高い状況であ

るなど、教員の事務負担の軽減は、学校の業務改善を図る上では重要な課題

である。 

また、「教員勤務実態調査（平成２８年度）」によれば、中学校教諭の土日

の１日当たりの勤務時間３時間２２分のうち、部活動指導に従事する時間は

２時間１０分であるなど、部活動顧問となった教員の負担は、看過できない

深刻な事態である。 

教員の負担軽減を図るため、「スクール・サポート・スタッフ」「部活動指

導員」の配置が重要であり、配置促進のためには国の財政的支援等の補助制

度の拡充が必要である。 

 

３ 小学校英語教育推進のための国としての支援の充実 

○ 現状でも、指導者が不足しているところに授業時数が実質３倍になり、 

指導者不足を解消するには、市町村の負担が大きくなることが予想され、学

校現場や市町村教育委員会から専科教員やＡＬＴの配置が要望として    
挙がっている。 

○ 教科化により、読むこと・書くことに関する指導内容や指導時数が増えた

だけでなく、数値による評価も求められることから、平成３２年度全面実施

に向けて現場ではとまどいの声もあがっている。今後、新学習指導要領に対

応した教員の指導力向上に向けた研修の充実が必要と考える。 
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４ 栄養教諭等の配置促進及び食に関する指導のための施策の充実 

○ 栄養教諭及び学校栄養職員は、「公立義務教育諸学校の学級編制及び  

教職員定数の標準に関する法律」により、定数の標準が定められているが、

平成１３年度から１７年度にかけて実施された第７次公立義務教育諸学校 

教職員定数改善計画以降、新たな教職員の定数改善は行われていない。 

○ 学校における食育の推進のため、栄養教諭制度が創設され、平成１７年度

から施行されているが、栄養教諭を中核とした食に関する指導の充実を図る

ためには、食育指導体制づくりに向けた施策の強化が必要である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

６ 教育現場への支援の充実 

（２）学校施設の整備に必要な財源の確保と学校機能の強化 

 

提案・要望先  文部科学省 

千葉県担当部局 教育庁   

 
【提案・要望事項名】学校施設の整備に必要な財源の確保と学校機能の強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 国は、校舎等の大規模改造等の実施に必要な公立学校施設整備事業の予算

の格段の充実を図ること。とりわけ、年度当初において十分に確保すること。 

２ 学校の質的向上を図るための空調設備の整備、トイレ改修などの事業や、

吊天井等非構造部材の耐震対策など防災に係る事業について、補助率の引上

げや地方財政措置を充実させること。 

３ 学校給食施設の整備に係る事業については、地方の事業計画を踏まえて、

必要な財源を確保すること。 

４ 使用しなくなった学校や余裕教室等の既存施設を活用した特別支援学校

の新設、分校・分教室の整備に係る補助事業の補助率の引上げや、地方   

交付税措置の拡充を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 国の平成３０年度当初予算では、優先採択の対象となる事業を除き、  

各市町村が計画した空調設備の整備や防災機能の強化、トイレの改修など

事業のほとんどが採択されない状況であり、計画的な学校施設の環境整備

に支障が生じている。 

 ○ 学校施設は、児童生徒の教育環境の安全確保はもとより、災害時の避難所

施設としての役割を果たすため、早急に防災機能強化を図ることが課題と

なっている。 

 ○ 学校給食施設の整備に係る事業は、各地方公共団体において、地域の実情

【予算】文部科学省（要望１～４） 
・「公立学校施設の安全対策・防災機能の強化等の推進」 

H31 当初 1,608 億 1千 6 百万円の内数（昨年度比 2.36 倍） 
H30 補正 1,356 億 9千 6 百万円の内数 

 
（要望２） 
・教育現場における安全対策として、 

学校施設の防災機能の強化（トイレ改修等） 
吊天井等非構造部材の耐震対策 
学校施設耐震化の完全実施に向けた支援 

を推進する。 
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を踏まえた事業計画を立てているが、近年、国の予算に対して地方の事業 

規模が上回るために、自治体において事業が不採択となっている。 

 ○ 小・中学校の児童生徒数が減少する中においても、特別支援学校の児童 

生徒数は増加傾向にあり、特別支援学校の教室不足数は依然として多い 

ことから、引き続き施設の整備が必要である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

６ 教育現場への支援の充実 

（３）私立学校の運営等に対する支援策の充実 

 

提案・要望先  文部科学省 

千葉県担当部局 総務部   

 

【提案・要望事項名】私立学校の運営等に対する支援策の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 公教育の一翼を担う私立学校の教育水準の維持向上と保護者負担の軽減

及び私立学校経営の健全化を促進するため、国の私学振興策を一層充実する

こと。 

 

 

 

２ 就学支援金制度の充実を図るとともに、地方自治体が取り組んでいる保護

者に対する入学金や学費の軽減のための財政支援制度に対しても国の支援

の充実を図ること。 

 

 

 

 

 

３ 私立幼稚園に必要な教員を確保するため、処遇改善に係る支援制度を継続

するとともに、園負担の軽減に配慮した活用しやすい制度とすること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

１ 私立学校への経常費助成 

○  千葉県の私立学校は生徒数割合(平成２９年５月１日現在)で高等学校 

３１．８％、中学校６．０％、小学校１．１％、幼稚園９１．２％、専修    

学校９５．４％、各種学校１００％を占めるなど、本県の学校教育におい

【予算】文部科学省（要望１） 
・「私立高等学校等経常費助成費等補助」 

H31 当初 1,031 億円の内数（昨年度比 1.01 倍） 
 
・補助単価の増が図られた。 

【予算】文部科学省（要望２） 
・「高等学校等就学支援金交付金等」 

H31 当初 3,733 億 9千 8 百万円の内数（昨年度比 1.01 倍） 
 
・私立高等学校における対象者の増は反映されたが、就学支援金制度の拡充や授業料
減免等に対する財政支援制度は盛り込まれなかった。 

 
・なお、私立高等学校授業料の無償化については、今後も引き続き検討が進められる
ことになった。 

【予算】文部科学省（要望３） 
・「私立高等学校等経常費助成費等補助」 

H31 当初 1,031 億円の内数（昨年度比 1.01 倍） 
 

・制度の維持が図られた。 
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て大きな役割を果たしている。 

○  国は、私立学校の振興を図り、私立学校の健全な経営と生徒の保護者負

担の軽減に資するため、都道府県が高等学校・中等教育学校・中学校・小

学校及び幼稚園を設置する学校法人の学校教育に係る経常的経費に対し補

助する場合に、都道府県に対しその経費の一部を補助している。 

○  しかし、平成３０年度予算の高等学校における国庫補助の生徒１人あた

り予算単価は、地方交付税の同単価の約１／５であり、県の生徒１人あた

り経常費補助単価に対する割合は、約１６％と低い水準であることから、

更なる充実が求められる。 

 

２ 生徒の保護者の負担軽減 

○  私立高校の授業料については、平成２２年度の就学支援金制度の創設及

び平成２６年度の制度改正によって、主に低所得世帯に対して手厚い助成

が行われるようになったものの、年収約９１０万円未満の世帯まで実質無

償になる公立高校に比べて、私立高校の場合は多くの世帯に重い負担が残

る。 

○  県では、私立高校に通う生徒保護者の更なる負担軽減のため、授業料減

免事業及び入学金軽減事業を全額県費で実施しているが、近隣都県の制度

を比較すると財政力等によって内容に差があることから、生徒保護者の間

に不公平感が生じている。 

○  教育費無償化の議論が活発化している現状も踏まえ、今後とも経済的理

由により修学を断念する生徒を出さず、全ての意志ある生徒がどこに在住

していても安心して教育を受けられるようにするためには、国において、

就学支援金制度の更なる拡充と、各都道府県が行う学費助成制度に対する

財政的支援を行うことが必要である。 

 

３ 幼稚園教員の人材確保支援 

○  私立幼稚園教員の人材確保に関する取組の促進を図るため、平成２９年

度から補助制度が創設されたが、教員の給与改善に係る幼稚園の負担は、

次年度以降も継続するため、持続的に支援を行っていくことが必要である。 

○  また、少子化が進み園児の確保が難しくなる中、定期昇給やベースアッ

プを超える給与改善は園にとって大きな負担となっており、園の負担軽減

につながる支援の拡充が必要である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

７ 成田国際空港の機能強化及び観光立県の推進 

（１）成田国際空港の更なる機能強化と利便性の向上 

 

提案・要望先  法務省、国土交通省、農林水産省 

千葉県担当部局 総合企画部、農林水産部     

 

【提案・要望事項名】成田国際空港の更なる機能強化と利便性の向上 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 成田国際空港の更なる機能強化 

（１）更なる機能強化に際し四者協議会で合意した事項 

我が国の国際競争力の強化に向け、国がその必要性を表明した滑走路増設

を含む成田国際空港の更なる機能強化の実施に当たっては、平成３０年３月

１３日の国、千葉県、空港周辺９市町及び成田国際空港株式会社間での合意

に基づき、以下の事項について、国の責任において確実に対応すること。 

ア 更なる機能強化に併せた成田国際空港周辺地域の環境対策・地域共生策

について、合意に基づき速やかな実施に配慮すること。 

イ 環境対策・地域共生策等の充実を図るための今後の財源確保について、

成田国際空港周辺対策交付金の増額など、あらゆる方策を講じること。 

また、周辺対策交付金について、その使途を柔軟化するとともに、配分に

当たっては各市町の財政力指数等を勘案し、空港周辺地域全体の発展に 

配慮したものとすること。 

ウ 成田国際空港の更なる機能強化の効果を地域の全域に波及させるため、

成田空港周辺の地域づくりに関する「基本プラン」に基づき、空港周辺地

域の地域振興に真摯に取り組むこと。 

 

 

（２）成田国際空港を活用した卸売市場の輸出拠点化について、農畜産物輸出

拡大施設整備事業交付金に必要な予算を確保するとともに、支援対象を 

拡大するなど、地元市の財政的負担軽減に繋がる支援措置を講じること。 

 

 

 

 

【予算】国土交通省（要望１（１）） 
・「首都圏空港の機能強化（成田空港）」     H31 当初 81 億円（昨年度比 1.56倍） 

【予算】農林水産省（要望１（２）） 
・「強い農業・担い手づくり総合支援交付金」H31 当初 230 億 2千 4 百万円の内数 
・「農畜産物輸出拡大施設整備事業」       H30 補正  60 億円 
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（３）成田国際空港が、アジアにおける国際拠点空港としての地位を確固とし

たものにしていくため、一層の協力をすること。 

（４）成田国際空港の更なる機能強化に伴い、空港周辺地域の取り巻く環境の

変化により、新たに生じる公共施設等の整備・更新等に当たっては、地元

負担軽減に協力すること。 

 

２ 成田国際空港の利便性の向上 

（１）成田国際空港から県内外への交通アクセスを更に充実させ、空港周辺を

はじめとする広域的な活性化も期待される首都圏中央連絡自動車道、北千

葉道路、銚子連絡道路などの早期完成に向けた整備を促進すること。 

（２）成田国際空港と新東京駅を３６分、羽田空港と新東京駅を１８分で直結

することを目指した都心直結線の調査・検討について、成田国際空港と 

新東京駅のアクセス時間短縮を最優先に検討を進めること。 

また、長期的には、成田・羽田両空港間を結ぶリニアモーターカーに  

ついても、プロジェクトチームを立ち上げ、国策として、国において検討

を開始すること。 

 

 

（３）空港利用者の快適性の向上のため、施設面の改善や人員の増員などに 

より、出入国審査手続等（ＣＩＱ）の更なる迅速化を図ること。 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

１ 成田国際空港の更なる機能強化 

○ 首都圏の国際拠点空港である成田国際空港は、平成２７年４月にＬＣＣ

（格安航空会社）が入居する第３旅客ターミナルビルの供用を開始し、施設

整備の面からも年間発着枠３０万回化が完了した。また、高速離脱誘導路等

の整備や、ファーストレーンの導入など、空港の利便性・快適性の向上を  

目指した取組を進めるとともに、環境対策・地域共生策の充実などに積極的

に取り組んでいるところである。 

  

【予算】国土交通省（要望２（２）） 
・「鉄道整備等基礎調査委託費」H31 当初 2億 9千 5百万円の内数 
 

【予算】法務省（要望２（３）） 
・「出入国審査体制の整備及び不法滞在対策等」 

H31 当初 225 億 6 千 4 百万円の内数（前年度比 1.47 倍） 
H30 補正   1 億 7 千 6 百万円の内数 

 
・平成 31 年度から、法務省の外局となる「出入国在留管理庁（仮称）」が新設。 
 
・出入国審査体制の整備及び不法滞在対策等として、体制の充実強化のため、入国審
査官 266 人増（全国）の定員増。 
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○ 我が国においては、近年、訪日外国人旅行者数が著しく増加しており、  

平成２９年に２，８００万人を超えて過去最高となったが、引き続き更なる

増加が見込まれるなど、今後とも増大する国際航空需要に対し、成田国際 

空港は的確に対応していく必要がある。 

○ また、アジアの主要空港との国際空港間競争が激しさを増す中で、成田 

国際空港は、我が国の国際競争力強化のために、アジア有数のグローバル 

ハブ空港としての地位を確固たるものにすることが求められている。 

○ こうした中、国からは、滑走路の増設を含む成田国際空港の更なる機能 

強化が必要であるとして、成田国際空港に関する四者協議会の開催の要請が

あり、平成２７年９月から具体的な検討が進められてきた。 

○ その後、住民説明会の開催などを経て、平成３０年３月１３日、国、   

千葉県、空港周辺９市町、成田国際空港株式会社の四者で、成田国際空港の

更なる機能強化策の実施について合意した。今後は、この合意に際し締結 

された「成田国際空港の更なる機能強化に関する確認書」に基づき、滑走路

の増設等とともに必要な環境対策等が行われることとなっている。 

○ また、空港周辺地域の東部・南部地域の自治体から、地域の均衡ある発展

を強く求める声が寄せられていることを踏まえ、更なる機能強化の合意に 

あわせ、空港周辺地域の地域づくりの基本的な方向性や内容をまとめた「基

本プラン」が策定された。 

○ 今後は、この「基本プラン」に基づき、着手可能な施策については順次  

実行するとともに、地域振興策の実施に当たっての課題解決方策の調査・ 

検討を経て、具体的な地域活性化策を盛り込んだ「（仮称）実施プラン」を

策定することとしている。その後、この「（仮称）実施プラン」に基づき、

適切な施策・対応を行うことで、更なる機能強化の効果を地域が受け止め、

地域全体に波及させる地域づくりの実現に繋げていくこととしている。 
 
○ 成田市では、成田国際空港を活用した農林水産物の輸出を拡大させるため、

卸売市場内で輸出に必要な植物検疫や税関などの手続きのワンストップ化

による輸出拠点化を目指して成田市公設地方卸売市場を移転再整備するこ

ととし、平成２８年度農畜産物輸出拡大施設整備事業交付金（平成２８年度

補正）を活用し、平成３２年の開場に向けて整備を進めているところである。 

○ しかし、輸出促進のために必要な施設の規模や機能を精査する過程で、事

業費が当初の見込みから大幅に増加しており、成田市の財政的負担が極めて

大きくなっている。 

  



66 
 

２ 成田国際空港の利便性の向上 

○ 一方、首都圏における航空需要に的確に対応し、我が国の国際競争力を 

強化するためには、成田・羽田両空港の一体的活用の推進により、首都圏に

おける国際航空機能の最大化を図ることが重要である。 

○ そのためには、交通アクセスの一層の強化が必要であり、道路については、

県内や首都圏各地と成田国際空港のスムーズな人・物の流れの強化のために

整備が進められている首都圏中央連絡自動車道、北千葉道路、銚子連絡道路

などの事業の早期進展が求められる。 

○ また、鉄道については、平成２２年７月に都心と成田国際空港間を３６分

で結ぶ成田スカイアクセスが開業するなど、着実に交通利便性の向上が図ら

れているが、現在、国では、両空港と東京都心を結ぶ鉄道アクセスを世界  

トップクラスの水準に引き上げるために、成田スカイアクセス等を既存  

ストックとして最大限活用する都心直結線の調査・検討が進められている。 

○ この都心直結線については、「東京圏における今後の都市鉄道のあり方に

ついて」（平成２８年４月２０日交通政策審議会答申）にも、位置付けられ

ており、今後は国策として推進していくことがより一層求められる。 

○ さらに、長期的には、両空港間に同一空港並みの利便性を実現させること

が重要であり、そのためには両空港を約１０分で結ぶリニアモーターカーが

必要となる。このリニアモーターカーは、空港機能の一部と位置付けるべき

ものであり、速やかに検討を開始することが必要である。  
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

７ 成田国際空港の機能強化及び観光立県の推進 

（２）成田財特法の改正 

 

提案・要望先  総務省、財務省、農林水産省、国土交通省 

千葉県担当部局 総合企画部、農林水産部         

 

【提案・要望事項名】成田財特法の改正 
  
【具体的な提案・要望内容】 

本年３月に最終合意された成田空港の更なる機能強化を実現するため、地

元から要望のある地域振興策について、平成３０年度末に期限を迎える成田

空港周辺整備のための国の財政上の特別措置に関する法律（成田財特法）を

改正し、成田用水施設の改築事業を同法の対象とするなど必要な措置を講じ

ること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 「明日の日本を支える観光ビジョン」において、訪日外国人旅行者数を 

２０３０年までに６０００万人にするという政府目標が掲げられ、この目

標を実現するため、国から新たな滑走路の整備等を内容とする、成田空港の 

更なる機能強化の必要性が提案され、本年３月に四者協議会（国、千葉県、

空港周辺９市町及び成田空港会社）で最終合意が得られた。 

 ○ 成田空港の周辺地域においては、これまでも成田財特法により、空港整備

に伴う地域振興策としての公共施設等の整備が行われてきたが、今回合意

された成田空港の更なる機能強化に関しても、空港整備に伴う地域住民の 

生活環境に及ぶ影響は極めて大きく、地元からは公共施設等の整備に関し

て新たな地域振興策が求められている。特に、成田空港建設時に地元対策と

して象徴的な事業であった成田用水施設の老朽化対策については、地元負

担軽減が強く求められている。 

○ このような中、成田財特法については、平成３１年３月３１日に期限を迎

えることとなっているが、新たな滑走路の整備等に伴い地元から要望のある

地域振興策の具体化を図るため、成田財特法を改正し必要な措置を講じてい

ただきたい。  

【施策】 
・第１９８回通常国会へ法案を提出する方向で最終調整中。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

７ 成田国際空港の機能強化及び観光立県の推進 

（３）観光立県の実現に向けた外国人旅行者誘致及びＭＩＣＥの推進 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 商工労働部 

 
【提案・要望事項名】 

 観光立県の実現に向けた外国人旅行者誘致及びＭＩＣＥの推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 訪日プロモーション関連事業に関し、諸外国の消費者の目線に立った正確

な情報の発信に努めるとともに、地域の特性などに配慮した重点的・効果的

なプロモーションの展開により、ＭＩＣＥも含めた訪日外国人旅行者の拡大

に努めること。 

 

 

２ 外国人利用者の多い鉄道駅等における公衆無線ＬＡＮ接続環境の更なる

整備と接続手続等の改善を促進させるなど、受入体制を強化すること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 少子高齢化の進展により、我が国の人口が減少に転じた中、経済の活力を

維持していく上で、経済効果の大きい国内外の観光交流人口の増大を図る 

ための取組の重要性が高まってきている。 

○ 国においては、平成２８年３月末に、明日の日本を支える観光ビジョン構

想会議において、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向

けて、そして、その後も見据えて、訪日外国人旅行者数について新たな目標

を、２０２０年に４千万人、２０３０年に６千万人とし、観光先進国に向け、

万全の対策を講じることとした。 

○ 本県ではこれまでも、外国人旅行者の誘致促進のための各種事業に取り 

組んでいるところであるが、今後、そうした取組を更に強化していくために

は、実際の受け入れを担う、地方を主体とした国との連携事業の充実が必要

である。 

  

【予算】国土交通省（要望１） 
・「戦略的な訪日プロモーションの実施、ＭＩＣＥ誘致の促進」 

H31 当初 92億 5 百万円の内数（前年度比 1.03倍） 

【予算】国土交通省（要望２） 
・「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業」 

H31 当初 54億 7 千 4百万円の内数（前年度比 0.64倍）
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○ さらに、諸外国の消費者の目線に立った的確な情報発信に努めつつ、地域

の特性などに配慮した重点的・効果的なプロモーションの展開により、  

ＭＩＣＥも含めた訪日外国人旅行者の量的拡大に努めていく必要がある。 

○ このほか、観光庁の調査では、外国人旅行者が日本旅行中に困ったことと 

して「無料公衆無線ＬＡＮの接続環境の不便さ」を挙げた方が多かったこと 

から、現在の国庫補助事業の対象から除外されている東京駅から５０キロ 

メートル以内の地域も含めて外国人利用者の多い鉄道や高速バスなどに 

おける公衆無線ＬＡＮの接続環境を整備するとともに接続手続等の改善を

進める必要がある。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

８ 産業振興と雇用・就業支援の充実 

（１）京葉臨海コンビナートの国際競争力・防災力の強化に関する支援等の拡充 

 

提案・要望先  経済産業省         

千葉県担当部局 商工労働部、防災危機管理部 

 
【提案・要望事項名】  

京葉臨海コンビナートの国際競争力・防災力の強化に関する支援等の拡充 
 
 
【具体的な提案・要望内容】 

１ 「石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業」は、製油所中心

の支援にとどまっていることから、立地企業が実施する企業間連携・設備 

増強等の競争力強化に向けた取組や、生産施設・護岸等の強靭化に向けた 

取組に対し、石油産業以外の産業も対象とするなどの支援の拡充を図る  

こと。 

 

 

 

 

 

２ 高度な知識や技術が要求されるコンビナートの防災対策を担う人材を、 

事業者が育成・確保できるよう、必要な支援を行うこと。 

３ 製造現場における保安業務や生産管理のＩｏＴ化を推進するため、関連 

する規制の見直し等を進めること。 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】  
 ○ 京葉臨海コンビナートは、我が国経済を支える日本最大の素材・エネ  

ルギー産業の集積地であるが、近年、国際競争の激化等により、厳しい事業 

環境にさらされている。そのため、競争力強化に向けた設備投資や、災害時

におけるサプライチェーンの確保・早期回復の観点から、コンビナート全体

の耐震性・津波耐性等の強化が、重要な課題となっている。 

  

【施策】経済産業省（要望３） 
・国の工場電気防爆指針で示されている水準を維持しつつ、法令等に基づく最新の電

子機器等の安全な使用方法について、ガイドライン等の作成に向け、非防爆の電子
機器等の安全な使用の拡大に向けた検討が進められている。 

【予算】経済産業省（要望１） 
・「石油コンビナートの生産性向上及び強靭化推進事業費」  

Ｈ31 当初 203 億 6 千万円 
「石油コンビナートの強靭化推進事業費」  

Ｈ30 補正 83 億 9 千万円 
 

（昨年度との比較） 
         Ｈ31 当初＋Ｈ30 補正：287億 5千万円（増加率 1.47倍） 
         Ｈ30 当初＋Ｈ29 補正：195億円 
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 ○ このような中で、国においては、「石油コンビナートの生産性向上及び 

強じん化推進事業」（平成３０年度予算）により、コンビナートの生産性  

向上・強じん化に向けた支援に取り組んでいるところであるが、当該支援は、

製油所を中心とした内容となっており、鉄鋼、石油化学産業等への支援と 

しては十分とは言えない状況である。 

○ また、コンビナートの競争力強化や安全管理の徹底を図るためには、現場

を支える人材の技術力や危機管理能力、マネジメント力の向上が不可欠で 

あるが、団塊世代の退職に伴い長年培った経験や知見が十分継承されて  

いないことが問題視されており、高度な知識や技術が要求されるコンビ  

ナートの防災対策を担う人材の育成が喫緊の課題となっている。 

○ さらに、保安業務においても、プラントの高経年化や熟練従業員の減少等

が進む中、先端技術を活用した効率化・高度化が必要となっており、労働安

全衛生法に基づく防爆規制等の合理化やドローンの活用等によるＩｏＴ化

の推進により、自主保安力と生産性の双方を同時に向上させることが、重要

な課題となっている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

８ 産業振興と雇用・就業支援の充実 

（２）地域経済を支える中小企業・小規模事業者支援策の充実 

 

提案・要望先  経済産業省 

千葉県担当部局 商工労働部 

 
【提案・要望事項名】 

地域経済を支える中小企業・小規模事業者支援策の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 中小企業の生産性向上のため、設備投資等を促進する支援策を継続すると

ともに、小規模事業者が事業の持続的な発展を図れるよう、地域での相談体

制を充実させること。 

 

 

２ 「地域中小企業応援ファンド」及び「農商工連携型地域中小企業応援ファ

ンド」については、低金利下において、果実運用型の基金事業だけではなく、

新たな補助金事業の創設も含めて、今後のあり方を検討すること。 

３ 中小企業・小規模事業者の受注機会を増大させるため、全府省で連携して、

「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に定められた措置等を着実に

推進すること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 我が国を取り巻く経済環境は、国の経済対策の効果により回復基調にある

ものの、景気回復の流れを確実なものとし、地域経済へも波及させるために

は、地域を支える中小企業・小規模事業者へのきめ細かい支援が必要である。 

○ 特に、中小企業の設備投資を促進する「ものづくり補助金」は、小規模企

業も活用することができ、また、製造業のほか商業・サービス業まで補助対

象とするなど、幅広く中小企業の生産性向上に貢献しており、今後も同補助

制度を継続して実施する必要がある。 

○ また、経営資源の確保が困難な小規模企業が事業の持続的な発展を図るた

め、「よろず支援拠点」が行う「サテライト相談所」や「事業引継ぎ支援セ

ンター」等、今後も地域での相談体制が継続して整備されるとともに、相談

【予算】経済産業省（要望１） 
・「中小企業対策費」  Ｈ31当初 1,117 億円（前年度比 1.01 倍） 

Ｈ30 補正 2,634 億円 

【施策】経済産業省（要望３） 
・平成 30 年 9 月 7 日に「平成 30 年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」を
閣議決定し、平成 30年度目標を中小企業・小規模企業者向け契約比率を 55.1%とす
るとともに、官公需総額に占める新規中小企業者向け契約の割合を、平成 26 年度と
比べ概ね倍増となるよう引き続き努めることとされた。 
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員の増員による個別相談の充実等、支援体制の拡充が必要である。 

○ 本県では「地域中小企業応援ファンド」及び「農商工連携型地域中小企業

応援ファンド」を活用した基金事業により、中小企業の創業や販路開拓、農

商工連携等に対する支援を行っている。前者については、平成３０年度に事

業期間の満了を迎えるため、基金事業の継続方針を決定したところであり、

後者については、平成３１年度に事業期間の満了を迎えるため、今年度、対

応方針を決定することとしている。 

○ しかしながら、現在の低金利下での果実運用型の基金では、事業費の確保

が困難なことから、これに代わる補助金の創設も含めて、中小企業支援の継

続を図る必要がある。 

○ 地域経済の発展のためには、中小企業・小規模事業者に対する官公需の果

たす役割は大きいが、国の官公需契約比率は地方公共団体に比べ低いことか

ら、今後も同比率の引き上げに向けて、全府省で連携して官公需施策を推進

していく必要がある。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

８ 産業振興と雇用・就業支援の充実 

（３）働き方改革の積極的な推進 

 

提案・要望先  厚生労働省、経済産業省 

千葉県担当部局 商工労働部       

 

【提案・要望事項名】働き方改革の積極的な推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 若者、女性、高齢者、障害者等誰もが意欲と能力を最大限に発揮できる職

場環境を整備するとともに、企業の生産性と競争力を高めるため、助成金の

拡充等、企業への支援策を講じること。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中小企業・小規模事業者への人材確保対策の支援を充実させること。 

 

 

 

 

３ 障害者雇用に対する企業の理解促進を図るとともに、障害者の一層の雇用

拡大を図る取組を支援すること。 

 

 

 

 

 

【予算】（要望１） 
厚生労働省 
・「働き方改革による労働環境の整備、生産性向上の推進」  

Ｈ31 当初 2,769 億 8千万円（前年度比 1.32 倍） 
経済産業省 
・「中小企業・小規模事業者働き方改革対応体制強化事業」 

Ｈ30 補正  10 億円 
 

【施策】（要望１） 
・平成 30 年 7 月 6 日の働き方改革関連法公布。関係政省令等を順次制定。 
 

厚生労働大臣から、11 月 20 日の経済財政諮問会議で、キャリアアップ助成金を
拡充する方針が示された。 

【予算】（要望２） 
厚生労働省 
・「人材確保支援の総合的な推進」Ｈ31 当初 319 億円（前年度比 1.08 倍） 
経済産業省 
・「中小企業・小規模事業者人材対策事業」 

Ｈ31 当初 13 億 7 千万円（前年度比 0.74 倍） 

【予算】厚生労働省（要望３） 
・「障害者の活躍促進（法定雇用率引上げに対応した、 
障害者雇用ゼロ企業を含む中小企業に対する支援の推進）」 

Ｈ31 当初 167 億 9千 5 百万円の内数（前年度比 1.04 倍） 
 

・新たに障害者就業・生活支援センターを核として地域の就労支援拠点の質的向上を
図ることが盛り込まれた。 
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【直面している課題・背景】  
 ○ 少子高齢化の進行により生産年齢人口が減少し、企業における人材確保

が困難となる中、働く人の希望をかなえるとともに、生産性を向上させるた

め、働き方改革を実現させる取組が求められている。 

 ○ 特に、中小企業・小規模事業者では、人手不足の解消が喫緊の課題となっ

ており、人材・資金の余裕がないことが、働き方改革が進まない要因の一つ

となっている。 

○ 日本商工会議所の調査で、中小企業の７割以上で「人手不足の影響が出て

いる」という結果が出ており、また、経済団体等からも中小企業の人材確保

支援の要望があることからも、求職・求人マッチングの精度向上、採用・定

着支援、魅力発信など、中小企業・小規模事業者に対する人材確保のきめ細

やかな支援が必要である。 

○  障害者の就職意欲は年々高まっており、県においても、障害者が職業を

通じ、誇りを持って自立した生活を送ることができるよう障害者雇用を促

進しているところである。 

 ○ 平成２９年６月１日現在の県内の民間企業における障害者の実雇用率は、  

１．９１％と、前年度より上回ったものの、全国平均の１．９７％を下回る

など、依然として低迷しており、法定雇用率達成企業の割合も５４．５％と

半数近くの企業が雇用率を達成していない状況となっている。 

○ さらに、改正障害者雇用促進法の施行により、平成３０年４月からは法定

雇用率の算定基礎に精神障害者が追加され、法定雇用率が引き上げられたた

め、ますます、障害者の就業意欲と企業の雇用意欲が高まることが予想され

ている。 

○ こうしたことから、労働局とハローワークが連携して行う法定雇用率達成

指導の強化、障害者就業・生活支援センター支援員の増員など就労支援体制

の一層の充実、改正障害者雇用促進法の趣旨の周知徹底を図るとともに、 

精神障害者等の雇用促進を図る地域独自の取組を支援するための制度の 

創設が必要である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 

 

提案・要望先  農林水産省 

千葉県担当部局 農林水産部 

 

【提案・要望事項名】①新規需要米等の需要拡大及び支援制度の見直し 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 農業者が、将来にわたって計画的に飼料用米をはじめとする新規需要米等

の生産に安心して取り組めるよう、助成水準の維持を含め、法制化等による

支援制度の恒久化を行うこと。 

 

 

２ 米粉用米をはじめとした、主食用米の需給改善に資する様々な用途の米の

需要を拡大すること。 

３ 産地交付金について、都道府県の耕地面積に応じた配分とし、当初設定し

た交付単価が維持できるよう、配分ルールを見直すこと。 

 

 

 

 

４ 本県において、農業経営の安定や地域農業の振興に資する地域特産物の 

うち特に重要な作物である落花生について、経営所得安定対策の対象作物と

すること。 

【直面している課題・背景】 

 ○ 飼料用米等に対する支援は、数量払いの実施や多収品種への助成など充

実したものとなっているが、これらの支援策は法令等に基づくものではな

いため、その継続性を不安視し、飼料用米等への取組を躊躇する農業者もみ

られる。 
これら農業者の不安を払拭し、計画的に飼料用米等の生産に安心して取り組

めるようにするためにも、助成水準の維持を含めた支援制度の恒久化が必要で

ある。 

  

【予算】農林水産省（要望１） 
・「水田活用の直接支払交付金」Ｈ31当初 3,215 億円（前年度比 0.97 倍） 

【予算】農林水産省（要望３） 
・「水田活用の直接支払交付金のうち、産地交付金」 

Ｈ31 当初 3,215 億円の内数（前年度比 0.97 倍） 
 

主食用米の面積が減少した場合、その面積に応じて 5千円/10aの配分や高収益作
物等の拡大面積に応じて 2万円/10a の配分が新設された。 
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 ○ また、全国における米粉用米の利用量は、平成２５年の２万５千トンをピー

クに頭打ちとなっており、生産拡大につながる動きが見られない。 
全国の主食用米の需要量が毎年８万トンずつ減少していくことが見込まれて

いる中で、戦略作物等への転換を進めながら米の需給改善を図るには、米粉用

米をはじめとした様々な用途の米の需要拡大が不可欠である。 
○ 産地交付金については、配分ルールが明確ではなく、本県への配分額は、

水田面積に比して少ないことから、飼料用米等の面積が増加すると、当初

設定した交付単価を減額せざるを得ない状況にある。 
平成２８年度は、国からの配分額が前年度の８割にとどまり、交付単価

を減額したため、生産者への十分な支援ができなかった。 
○ 本県の落花生は、全国の収穫量の８割近くを占め、加工品の製造販売や観

光など関連産業も多く、また、輪作作物としても広く栽培されている本県の

重要な地域特産物である。 

しかしながら、諸外国との生産条件の違いから輸入品とは大きな価格差が

あり、経営面ではコスト割れの状況となっている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 

 

提案・要望先  農林水産省 

千葉県担当部局 農林水産部 

 
【提案・要望事項名】 

 ②国営造成施設等基幹水利施設の保全対策制度の見直し及び農業農村整備 

事業当初予算の確保 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 国営造成施設等の老朽化対策については、国で造成した施設であることを

鑑み、全ての施設に対し、機能診断から対策工事まで、国が一貫して実施す

るよう制度を改正し、地域の負担を軽減するため財政的支援を行うこと。 

２ 土地改良施設の適正な維持管理を促進するため、更なる財政的支援を行う

こと。 

 

 

３ 国や県のみならず、市町村、土地改良区に至るまで、施設の長寿命化対策

を計画的に推進できるよう、安定した当初予算を確保すること。 

 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 千葉県は水源に乏しく、農業用水の多くを利根川に頼っており、国、水資

源機構、県等により多くの農業用用排水施設が造成されたが、それら基幹水

利施設の半数以上が耐用年数を超え、老朽化している。 

 ○ 基幹水利施設のうち一定規模未満の国営造成施設については、機能診断

や保全計画のソフト事業は国が、対策工事は県が行う仕組みとなっている。

本県には多数の国営造成施設があり、地域の負担軽減を図りながら、長寿命

【予算】農林水産省（要望２） 
・「農業水路等長寿命化・防災減災事業」  

Ｈ31 当初 208 億 1千 3 百万円（前年度比 1.04倍） 

【予算】農林水産省（要望３） 
・「農業農村整備事業（公共）」    Ｈ31 当初 3,771 億円（前年度比 1.17 倍） 
                  Ｈ30 補正 1,413 億円 
  重要インフラ緊急点検等を踏まえた防災・減災、国土強靱化のための緊急対策を

臨時・特別の措置として 511億円が計上された。 
 
・「農業農村整備関連事業（非公共）」 Ｈ31 当初  508 億円（前年度比 1.02 倍） 
 
・「農村漁村地域整備交付金（公共）（農業農村整備分）」 

Ｈ31 当初   685 億円（前年度比 1.07倍） 
Ｈ30 補正    35 億円 

重要インフラ緊急点検等を踏まえた防災・減災、国土強靱化のための緊急対策を
臨時・特別の措置として 35 億円が計上された。 
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化対策を加速化するためには、国が一貫して対策を実施する制度が必要で

ある。 

 ○ 長寿命化対策を計画的に進めるためには、適正な管理が重要であり、その

ためには、老朽化した施設の管理負担が増加している土地改良区等からの

要望が強い、管理に対する助成の充実が必要である。ついては、土地改良施

設維持管理適正化事業及び基幹水利施設管理事業の国庫補助率を上げ、地

元負担の軽減を図る必要がある。 

 ○ 都市近郊の農村地域の排水等、防災機能を担っている排水機場等の基幹

水利施設が損壊すると、公共財産や人命にも重大な被害が生じる恐れがあ

るため、施設の点検・調査の結果、性能や安全性が不十分であることが判明

した場合は、速やかに整備を実施する必要がある。 

○ 農業農村整備事業予算は徐々に回復しているものの、予算減額時の事業進

捗の遅れを取り戻し、長寿命化対策を計画的に進めるには当初予算を安定的

に確保することが必要である。  
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 

 

提案・要望先  環境省、農林水産省   

千葉県担当部局 環境生活部、農林水産部 

 

【提案・要望事項名】③有害鳥獣等の対策強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 鳥獣被害防止総合対策交付金について、必要な予算を確保すること。 

 

 

 

 

２ 有害鳥獣の効果的な捕獲が可能となるよう、生息場所や行動様式などの 

野生鳥獣の生態解明及び精度の高い生息数推計手法を確立すること。 

３ 有害鳥獣の個体数の適切な管理等に資するため、ＩＣＴを活用した新たな

技術や化学的防除技術、繁殖抑制技術などを開発すること。 

４ 鳥獣被害対策の従事者を確保するため、自衛隊ＯＢ等に対して、鳥獣被害

防止活動への参加を促すよう、広報・普及活動を充実させること。 

 

 

５ キョンを狩猟鳥獣に指定すること。 

６ 外来生物への対策を強化すること（遺棄・放逐等に対する規制の強化、  

国による捕獲の推進、生息状況の研究や有効な捕獲手法の開発・普及、   

自治体が実施する特定外来生物対策費用に対する財政措置）。 

 

 

 

 

 

 

  

【予算】農林水産省（要望１） 
・「鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進（鳥獣被害防止総合対策交付金）」  

Ｈ31 当初 102 億 2千 7 百万円（前年度比 0.99倍） 
Ｈ30 補正   3 億 3千 4 百万円 

 
従来の対策に加え、ICT を活用した「スマート捕獲」等の鳥獣被害防止対策への支援

が盛り込まれた。 

【予算】環境省（要望６） 
・「特定外来生物防除等推進事業」  

Ｈ31 当初  5 億 7千 4 百万円（前年度比 1.10倍） 
・「対策困難外来種防除計画策定調査費」 

Ｈ31 当初     4 千 1 百万円（前年度比 1.05倍） 
 
・「生物多様性保全推進支援事業」 

Ｈ31 当初  1 億 3千 6 百万円の内数（前年度比 1.43 倍） 
 

【施策】環境省（要望４） 
・自衛隊 OBで構成されている隊友会の総会（毎年度開催）において、鳥獣被害防止活

動への参加の呼び掛けを実施。 
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【直面している課題・背景】 

１ 鳥獣被害防止総合対策交付金の予算確保について 

 ○ 本県においては、有害鳥獣対策として、捕獲・防護・生息環境管理及び  

資源活用に、総合的に取り組んでいるところである。 

しかしながら、野生鳥獣による平成２８年度の農作物の被害金額は、  

約４億６千５百万円と依然として深刻な状況にあり、特に、イノシシの被害

については、その約５割以上を占めている。 

 ○ 対策に要する費用が増加しているにもかかわらず、国全体の鳥獣被害防

止総合対策交付金の予算額は、ほぼ同額で推移している。 

また、「中山間地農業ルネッサンス事業」についても、優先枠が十分でな

く、県の要望に対して十分な措置となっていないことから、市町村は対策に

必要な財源を確保することが困難となっている。 

 

２ 野生鳥獣の生態解明及び精度の高い生息数推計手法の確立について 

○ イノシシを始めとする有害鳥獣については、季節による生息場所の違いや

行動様式、性別や年齢等による行動の違いなど、生態が十分に明らかにされ

ていない。より詳細な調査を行い、生態等の解明が必要である。 

  ○ 特にイノシシは、生息数推計方法が確立されていないことから、効果的な

捕獲ができるよう、集中して捕獲を行う場所が把握できるような精度の高い

生息数推計方法の開発・確立が必要である。 

 

３ 有害鳥獣の個体数の適切な管理等に資する新たな技術の開発について 

  ○ 有害鳥獣の個体数の適切な管理や農作物等の被害防止のためには、生息数

を減少させることが急務となっており、そのため、以下のような新たな技術

の開発が待たれている。 

   ・ ＩＣＴを活用した、より安価で高性能なわなの通報システムなどの 

技術の開発・実用化。 

   ・ ドローンを活用した有害鳥獣の監視・調査システムの開発。 

   ・ 化学的防除技術の研究・開発。 

   ・ 捕獲以外の手法として、個体数そのものを増やさないことを目的と 

した、避妊薬の投与等の繁殖抑制技術の開発。 

 

４ 自衛隊ＯＢ等の鳥獣被害防止活動への参加を促す広報・普及活動の充実に 

ついて 

○ 捕獲従事者や農業従事者の減少や高齢化により、鳥獣被害防止対策が十
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分に実施できない状況が生じている。 

 ○ 国では、「鳥獣被害対策推進会議」を設置し、被害防止施策の総合的、一

体的かつ効果的な推進を図ることとしており、自衛隊ＯＢである隊友会員

に向けたパンフレットを配布するなどの取組を行っているところである。 

 ○ 鳥獣被害防止対策の従事者の確保のためには、引き続き、自衛隊ＯＢ等に

狩猟や鳥獣被害対策に対する理解を深めてもらい、鳥獣被害防止活動への

参加を促す取組が必要である。 

 

５ キョンの狩猟鳥獣への指定について 

 ○ キョンは、特定外来生物の指定を受けており、狩猟による個体数の減少等

を懸念する必要はない。また、キョンの推定生息数は、平成２２年度末で 

約１１，０００頭が、平成２７年度末には約４９，５００頭と５倍近くに達

しており、狩猟鳥獣への指定を含めたあらゆる手段を用いて生息数を削減

する必要がある。 

 ○ 平成２９年１月３０日に開催された中央環境審議会において、「平成２９

年度に狩猟鳥獣にすることは見送るが、キョンの封じ込めや根絶に向けた

体制とその運用が確認された場合は、速やかに新規指定の検討を行う」とい

うことで合意が得られた。 

     これを受け、千葉県としては、キョンの封じ込めや根絶に向けた体制の

整備を進めることとしている。 

 

６ 外来生物への対策の強化について 

○ 生態系等に係る被害を及ぼす外来生物は、「外来生物法」により特定外来

生物に指定され、輸入や飼養等が禁止されるとともに、国内に生息してい

るものは防除することとされている。 

    しかし、移入初期段階で迅速な対応を行わなかったため、生息域が拡大

し、防除が困難となった事例もある。そのため、生息域が特定の都道府県

に限られている外来生物であっても、生息数や生息地域の拡大を防ぐため、

以下のような対策が必要である。 

・ 特定外来生物以外の外来生物の遺棄・放逐等に対する規制の創設な

どの規制強化 

・ 国による捕獲の推進 

・ 外来生物の生息状況の研究 

・ 有効な捕獲手法の開発と普及 

・ 特定外来生物対策費用に対する財政措置 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 

 

提案・要望先  農林水産省、厚生労働省、法務省、国土交通省 

千葉県担当部局 農林水産部                 

 

【提案・要望事項名】④担い手の減少や労働力不足を補う対応の強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 農林水産業の担い手の減少や労働力不足への対応として、機械化やロボッ

ト技術・ＩＣＴの導入などによるスマート農林水産業の早期普及を図るた

め、低価格な関連機械の開発を促進するとともに、支援対象の拡大や十分な

予算の確保を行うこと。 

  また、農作業にドローンを使用する際の規制を緩和すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国家戦略特区の「農業外国人の就労解禁」は、全国的にニーズが高いこと

から、早期に問題点の把握や対応策について検討し、全国展開に向けた取組

を進めること。 

 

 

 

 

【予算】農林水産省（要望１） 
・「ドローンやほ場設置型気象データセンサー等センシング技術を 

活用した栽培管理効率化・安定生産技術の開発」  
Ｈ31 当初 4 千 9 百万円     （前年度比 0.88倍） 
 

・「ドローン等を活用した農地・作物情報の広域収集・可視化及び 
利活用技術の開発」  Ｈ31当初     3 千 3 百万円  （前年度比 0.87 倍） 

 
・「農林水産業におけるロボット技術安全性確保策検討事業」 

Ｈ31 当初    9 千 7 百万円   （前年度比 0.98 倍） 
 

・「持続的生産強化対策事業のうち生産体制・技術確立支援」  
 Ｈ31 当初     9 千 2 百万円の内数（前年度比 0.56 倍） 

 
・「次世代につなぐ営農体系の確立支援」 

Ｈ31 当初    9 千 4 百万円   （新規） 
 

・「スマート農業加速化実証プロジェクト」  
 Ｈ31 当初  5 億     5 百万円の内数（新規） 

Ｈ30 補正 61億 5 千 3 百万円 
 
【施策】農林水産省（要望１） 
・平成 30 年 11 月 27日に改訂された農林水産業・地域の活力創造プランの中でも、「ス

マート農業の推進」として「(農業用ドローン)利用時における補助者配置の義務等の
緩和」などの農業用ドローンの利活用拡大に向けた取組内容が示された。 

【施策】農林水産省（要望２） 
・平成 30 年 12 月の臨時国会において入管難民法等が改正され、従来の専門的・技術的
分野の外国人材に限定せず、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人材を幅広
く受け入れるための新たな在留資格「特定技能」が創設された。 
今後、省令等を整備し、平成 31 年 4 月施行予定。 
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３ 外国人技能実習生が、複数の農家においても研修できるよう技能実習制度

を見直すこと。 

 

 

 

４ 中核的漁業者の収益向上に必要となる漁船の取得を支援する「浜の担い手

漁船リース緊急事業」の十分な予算を確保すること。 

 

 

５ 新規漁業就業者については、特に、収入が不安定な就業直後の給付金制度

を創設するとともに、漁業への着業率が高い漁家子弟が対象となるよう就業

支援制度の見直しを行うこと。 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 規模拡大による農林水産業の競争力強化の実現には、不足する労働力対

策として省力のための機械化やロボット技術、ＩＣＴなどのスマート農林

水産業の早期の普及を図る必要があるが、次のような課題がある。 

  ・ 現在、「自動操舵トラクター」や「ＧＰＳ搭載田植え機」のような大規

模農家を前提としたものや多機能なものが多く、導入コストが高い。この

ため、農業者のニーズを踏まえた低価格な機械の開発が必要である。 

  ・ ノリ養殖業の省力化等を図るため、高速浸漬処理船を関連補助事業の対

象とするとともに、共同加工施設等の整備に係る予算を十分に確保する

必要がある。 

 ○ 現時点では、ドローンによる防除等を行う場合も、無人ヘリでの防除と 

同様に農林水産省の「空中散布等における無人航空機利用技術指導指針」に

基づき、オペレーター及びナビゲーターの２人で行うこととされている。 

一方ドローンでは、自動操縦など高性能化が著しく進んでいるため、安全性

が確保されている条件において、オペレーター１人での作業が可能となれ

ば、より省力化が図られドローンによる防除の普及が進む。 

 

 ○ 農繁期における労働力の確保が課題となっている中、農業の現場で即戦

力として活躍できる「農業外国人の就労解禁」の制度は、活用に向けた提

案を行っている県も多く、全国的にニーズが高い。 

 ○ 現在の外国人技能実習制度では、同一の経営体で実習を行うことが要件

【施策】農林水産省（要望３） 
・平成 30 年 6 月 5 日に農林水産省において第 1回農業技能実習事業協議会が開催さ
れ、農作業請負方式技能実習の実施要件である「第三者管理協議会」（都道府県が事
務局となって設置）は、同事業協議会の都道府県支部とするとされた。 
また、農作業請負方式技能実習に関するガイドラインが示された。 

【予算】農林水産省（要望４） 
・「水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業（浜の担い手漁船リース緊急事業）」  

Ｈ30 補正 201 億 2 千万円     （前年度比 1.39倍） 

【予算】農林水産省（要望５） 
・「漁業人材育成総合支援事業」  

Ｈ31 補正 ７億 9千 6百万円   （前年度比 1.03倍） 
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となっているが、技能実習を複数の農家においても研修できるようにする

など制度を見直すことで、様々な技術の習得が可能となり、より多くの実

習生の受け入れが見込まれる。 

 

 ○ 漁船の高船齢化が進んでおり、多くの漁船が更新時期を迎えている。国

は中核的担い手が漁船を更新する場合には、「浜の担い手漁船リース緊急事

業」により支援しているが、当該事業を希望する漁業者も多く、予算額に

対して約２倍の応募があり、要望に十分に応えることができない状況にあ

る。 

 

 ○ 平成２５年の県内の海面漁業の従事者数は、４，７３４名で、平成２０

年に比べ８６９名（１７．３％）減少した。このうち男性の６５歳以上の

占める割合は、３８．７％と平成２０年の３６．８％に比べ増加している。

また、個人経営の目安となる漁船１０トン未満の経営体は２，１０７経営

体（総経営体数に占める割合８６．３％）で、平成２０年に比べ５３２経

営体（２５．２％）減少している。 

 ○ 千葉県における漁業への新規就業者数は、年間約５０名程度で推移して

おり、新規就業者のうち約８０％は非漁家出身者が占めている。しかしな

がら、１年後の定着率は、非漁家出身者の定着率が約６５％に対し、漁家

出身者の定着率は１００％であり、漁家出身者が高い。このことから、持

続的、安定的な漁業生産を担う就業者を確保するためには、漁家子弟に対

する支援対策を充実させ、就業へのインセンティブを強めることが必要で

ある。 

 

【参考１：漁船の高船齢化の状況】             （単位：隻数） 

船齢（年） 全階層 うち 10 トン未満 うち 10 トン以上 

0～15 433  (7.9%) 354 (6.8%) 79 (26.8%) 

15～20 457  (8.4%) 404 (7.8%) 53 (18.0%) 

20～25 742 (13.6%) 696 (13.5%) 46 (15.6%) 

25～30 1,110 (20.3%) 1,062 (20.5%) 48 (16.2%) 

30～  2,721 (49.8%) 2,652 (51.3%) 69 (23.4%) 

合 計 5,463 (100%) 5,168 (100%) 295 (100%) 
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【参考２】

H26年度調査 52 7 ( 13% ) 45 ( 87% ) 39 ( 75% ) 7 ( 100% ) 31 ( 69% )

H27年度調査 56 12 ( 21% ) 44 ( 79% ) 39 ( 70% ) 12 ( 100% ) 26 ( 59% )

H28年度調査 56 13 ( 23% ) 43 ( 77% ) 43 ( 77% ) 13 ( 100% ) 29 ( 67% )

3か年平均 54.7 10.7 ( 20% ) 44.0 ( 80% ) 40.3 ( 74% ) 10.7 ( 100% ) 28.7 ( 65% )

（単位：名）

就業定着者の漁家・非漁家の内訳

うち漁家 うち非漁家

新規就業者数（割合） 翌年の定着者数（割合）

うち非漁家うち漁家
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 

 

提案・要望先  農林水産省、国土交通省、環境省 

千葉県担当部局 農林水産部           

 

【提案・要望事項名】⑤東京湾を「豊かな海」とするための取組の強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 東京湾における水生生物の生息環境を悪化させ、漁業に大きな負の影響を

及ぼしている貧酸素水塊の解消に向けた取組を強化すること。 

 

 

２ マコガレイやアサリなどの魚介類が豊富に生息し、また、ノリ養殖を安定的

に行うことができる豊かな東京湾の形成に向けた取組を進めること。 

 

 

３ 減少した魚介類を回復するため、水生生物の生息や産卵に適した覆砂等に

よる底質改善や浅場造成等を行うこと。 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 東京湾では、古くから漁業が盛んに行われ、生産される水産物は「江戸

前もの」として高く評価されているなど、東京湾漁業は本県における漁業の

中でも重要な位置を占めている。 

 ○ しかしながら、東京湾周辺への人口や産業の集中・集積に伴う環境負荷の

増大等により、春から秋にかけての貧酸素水塊の形成が常態化・長期化し、

青潮が毎年発生するなど、閉鎖性の海域である東京湾の水域環境は大きく

悪化してきた。 

 ○ 近年では、貧酸素水塊の影響等により、マコガレイやアサリなどの生産量

が大きく減少しており、また、ノリ養殖では初春に栄養塩の不足による  

「色落ち」が発生するなど、富津市以北の東京湾漁業は大変厳しい状況にある。 

 ○ このような中、県では、水質の改善に向けて東京湾に流入する汚濁負荷の

削減を図るとともに、漁業被害を軽減するため、貧酸素水塊情報の提供や 

【予算】農林水産省（要望 1） 
・「漁場環境改善推進事業（赤潮・貧酸素水塊の被害防止対策技術の開発）」  

Ｈ31 当初 1 億 7 千 8 百万円の内数 （前年度比 0.96 倍） 

【予算】農林水産省（要望２） 
・「水産多面的機能発揮対策事業」  

Ｈ31 当初 28 億 5千 5 百万円の内数 （前年度比 1.02 倍） 

【予算】国土交通省（要望３） 
・「港湾整備事業」 Ｈ31 当初  2,760 億  6 百万円の内数 （前年度比 1.19倍） 



88 
 

覆砂による地盤の嵩上げ支援等の対策を講じているが、１都２県に囲まれ

た東京湾全体の水域環境の再生には、国における取組が不可欠である。 

 ○ 国においては、平成１４年に「東京湾再生推進会議」を設置し、その構成

員である関係省庁や自治体が連携して取り組む事項を行動計画としてまと

めている。平成２５年に策定された「東京湾再生のための行動計画（第二期）」

では、全体目標として「江戸前」をはじめ多くの生物が生息する東京湾の創

出が掲げられ、その達成に向けた取組が進められているものの、依然として

底層の溶存酸素量等は改善の傾向を示すには至らず、漁業生産量も低迷し

ている。 
 ○ また、平成２７年１０月に施行された瀬戸内海環境保全特別措置法の改

正や同年１２月の中央環境審議会答申「第８次水質総量削減の在り方につ

いて」においては、良質な水質を保全することに加え、生物多様性や生物生

産性を確保するなど「豊かな海」を目指していくことの重要性が示されたと

ころである。 
 ○ 瀬戸内海をはじめいくつかの閉鎖性海域では、同様の考えの下、海域の 

実情に応じて、ノリの生育等に必要な栄養塩類の適切な管理を行うために 

下水処理場での季節別運転管理を試行的に実施するなど、「豊かな海」と  

するための取組が行われている。 

 ○ さらに、平成２８年３月からは、水質汚濁に係る環境基準として「底層  

溶存酸素量」が新たに追加されるなど、水環境の改善や多様な生物の生息 

環境の再生に向けた貧酸素水塊の解消や底質改善などの取組はますます 

重要となっており、東京湾におけるこれらの取組を、より一層推進していく

必要がある。 

 

【参考１:東京湾（浦安市～富津市）の漁業・養殖業生産量の推移】  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

資料：農林水産省 海面漁業生産統計調査 
  

t 
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【参考２：東京湾（内湾中央部）の年平均透明度の推移】 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

資料：千葉県環境生活部 公共用水域の水質測定結果（平成 17 年度～平成 28 年度） 
 

【参考３：東京湾（内湾中央部）の全窒素、全リンの年平均濃度の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：千葉県環境生活部 公共用水域の水質測定結果(平成 17 年度～平成 28 年度) 
  

ｍ 

全窒素 mg/L 全リン mg/L 



90 
 

平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（２）農林水産物、食品等の輸出に対する支援 

 

提案・要望先  農林水産省       

千葉県担当部局 商工労働部、農林水産部 

 

【提案・要望事項名】農林水産物、食品等の輸出に対する支援 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 日本から輸出される食品等に対する諸外国の規制状況を把握し、引き続き

速やかに情報を提供すること。 

２ 依然として輸入を規制している諸外国に対して、食品等の安全性に関する

正確な情報を十分に提供するとともに、科学的根拠に基づかない過剰な措置

をとることがないよう、引き続き働きかけを行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 東京電力福島第一原子力発電所の事故の後、日本から輸出される食品等

に対して、多くの国や地域で輸入規制が実施された。平成２９年度までに、

ＥＵやタイなどで規制が緩和され、要望に対する一定の成果が見られたも

のの、依然として、千葉県産の食品等の輸入を全面的に停止している国や、

政府作成の放射性物質検査証明書の添付を求めている国、検査機関作成の

検査レポートの添付を求めている国があり、食品を輸出する県内食品関連

企業、団体等の負担となっている。 

 ○ 本県が現在、重点的に交流等を推進している国・地域の一つである台湾で

は、平成２７年５月に措置された千葉県を含む５県に対する食品（酒類を除

く）の輸入停止に加え、新たに４２都道府県を対象として輸入規制を強化す

る措置がとられた中、平成２８年には政権が代わり、輸入規制の解除に向け

た公聴会等が行われているが、一部の国民やメディアなどの強い反発等の

情報も確認され、規制の解除が不透明な状況となっている。 

【予算】農林水産省 
・「輸出環境整備推進事業」Ｈ31 当初  5 億 5千 2百万円（前年度比 0.98 倍） 
             Ｈ30 補正 16 億 8千万円の内数 
 
【施策】 
・諸外国での規制の緩和に向けて、相手国政府との交渉等を行っている。 
 
・本県産の野菜・果実、牛乳、乳飲料等の輸入規制があった香港において、平成 30 年
7 月に解除となった。 

 
・このほか、平成 30 年の動きとして、本県産水産物の輸入規制があったロシアにおい
て 3月に解除となり、県産食品・飼料の輸出にあたり産地証明書の添付が必要であっ
たアラブ首長国連邦において、5月に不要となった。 
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○ また、水産物の輸出拡大が期待される韓国については、平成３０年２月に、

同国が実施している水産物の輸入規制措置の是正を求めることを内容とし

たＷＴＯ（世界貿易機関）協定に基づくパネル（紛争解決小委員会）の報告

書が公表されたが、韓国政府はこの内容を不服としてＷＴＯに上訴しており、

解決にはなお時間を要するものと見込まれている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（３）国際的な経済連携における農林水産業への十分な配慮 

 

提案・要望先  農林水産省 

千葉県担当部局 農林水産部 

 

【提案・要望事項名】国際的な経済連携における農林水産業への十分な配慮 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 交渉中の国際的な経済連携について、十分な情報提供を行うとともに必要

な国境措置を確保すること。 

 

 

２ 国際的な経済連携に対する農林漁業者の将来への不安を払拭し、確実に 

再生産が可能となるよう、農林水産業の体質強化対策を継続的に実施する  

こと。 

 
 

【直面している課題・背景】 

 ○ ＴＰＰ協定については、米国以外の１１ヵ国によるＴＰＰ１１の署名式

が平成３０年３月８日に行われ、国では、早期発効を目指し、今国会にＴＰ

Ｐ１１協定及び関連国内法案を提出している。 

 ○ 日ＥＵ・ＥＰＡについては、平成２９年１２月８日に交渉妥結し、農林水

産品の関税撤廃率は約８２％となった。 

 ○ 東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）については、平成２９年１１月

１４日に首脳会議が開催され、「交渉妥結に向け２０１８年に一層努力する」

共同声明が発出された。 

 ○ 平成３０年１月２５日及び２６日に日米経済対話の事務レベル会合とし

て、「二国間貿易・投資作業部会」が開催され、貿易・投資に関する日米双

方の個別関心事項について意見交換が行われた。 

 ○ 海外の成長市場を獲得し、その恩恵を我が国の地域に取り込んでいくこ

とは重要なことであるが、国際的な経済連携協定の交渉結果により、地域の 

基幹産業である農林水産業には価格低下などの大きな影響が懸念され、県

内の生産現場では、将来に対する不安感が大きく、十分な配慮が必要である。 

  

【予算】農林水産省（要望２） 
・「『総合的な TPP 等関連政策大綱』に基づく施策の実施」 Ｈ30補正 3,188 億円 

 
【施策】農林水産省（要望１） 
・TPP11  ：平成 30 年 12月 30 日に発効 
・日 EU・EPA：平成 31 年 2 月 1 日に発効確定 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（４）水産資源の適切な管理 

 

提案・要望先  農林水産省 

千葉県担当部局 農林水産部 

 
【提案・要望事項名】 

①ＴＡＣ法に基づく太平洋クロマグロの漁獲管理に関する円滑な運用と 

支援策の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 太平洋クロマグロの漁獲管理を適切かつ円滑に行うためには、沿岸漁業

者の理解が必要であるため、地域間の公平性や漁業種類ごとの特性を十分

考慮した漁獲枠の配分や制度運用を図ること。 

 

 

 

 

 

 

２ 漁獲規制によって収入が減少した漁業者が十分な支援を受けられるよ

う、共済制度を活用した支援策の更なる拡充や新たな補償制度の創設など

の措置を講じること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 太平洋クロマグロについては、国際的な取決めにより、平成２７年から 

国の主導により漁獲管理が行われ、平成３０年７月からは、沿岸漁業におい

て、海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（いわゆるＴＡＣ法）に基づ

く数量管理が開始されることとなっている。 

   本県の沿岸漁業者にとってクロマグロは貴重な収入源となっているが、 

漁獲枠の設定や混獲を回避するための漁業操業の中断によって収入の機会

を逸失しており、経営に影響が生じている。 

【予算】農林水産省（要望１） 
・「ＥＥＺ内資源・漁獲管理体制強化事業」 

Ｈ31 当初 12 億 5 百万円の内数（前年度比 2.05 倍） 
（EEZ：排他的経済水域） 
 
【施策】 
・第 4管理期間（平成 30 年 7月から平成 31 年 3 月まで）において、大型魚について
は国から県に対して追加配分が行われた。 

 
・第 5管理期間（平成 31 年 4月以降）に向け、漁獲実績以外に考慮すべき事項等、配
分ルールの見直しについて、水産庁等において検討が行われた。 

【予算】農林水産省（要望２） 
・「漁業収入安定対策事業」 

Ｈ31 当初 68 億 8 千 4 百万円の内数（前年度比 0.60 倍） 
 
・「新資源管理導入円滑化等推進事業」 

Ｈ31 当初 42 億 2 百万円の内数（新規） 
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○ このため、本県漁業者からは、次の理由により、現在の漁獲枠の配分方法

など、クロマグロの漁獲管理制度に対して見直しの要望が寄せられている。 

① 現在の漁獲枠は、クロマグロ資源の減少に至った要因の検証を十分に

行った上での配分となっていないこと 

② 国では、小型魚と同様に保護すべき産卵期における大型魚の漁獲を規 

制していないこと 

③  沿岸漁業者は小型魚の保護に取り組む一方で、漁法の特性から、保護

により増える大型魚を漁獲できないなど、規制を受ける者と受益者とが

異なること 

○ また、共済制度を活用した収入安定対策については、国において一定の

拡充が図られたものの、次の理由により、見直しの要望が寄せられている。 

① 来遊の変化が大きく、計画的な操業ができない本県漁業者の多くは、

加入要件である資源管理計画の策定が困難であることなどから、共済 

制度を活用した支援を受けられないこと 

②  漁獲規制がなければ得られたと考えられる収入を十分に補う制度に

なっていないこと 

○ このような中、クロマグロ資源の早期回復に向けて適切に漁獲管理を行

うためには、沿岸漁業者の理解が必要であり、現場における混乱や制度運

用上の支障が生じることのないよう、地域間の公平性や漁業種類ごとの特

性を十分考慮した漁獲枠の配分や制度運用を図ることが必要である。 

○ また、漁業者の理解を得て漁獲管理制度の円滑な運用を図るとともに、

規制の着実な履行を図るためには、漁獲規制に伴う収入減対策について、

関係する漁業者が十分な支援を受けられるよう、共済制度を活用した支援

策の更なる拡充や新たな補償制度の創設などの措置を講じることが必要で

ある。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

９ 農林水産業の振興 

（４）水産資源の適切な管理 

 

提案・要望先  農林水産省 

千葉県担当部局 農林水産部 

 

【提案・要望事項名】②サンマ等国際的な資源の管理強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 

  本県の水産業にとって最も重要な魚種であるサンマ、サバ類及びカツオに

ついては、公海等での外国漁船の漁獲の増加による影響が懸念されることか

ら、関係国間で協議を進め、持続的利用を確保するために必要な科学的根拠

に基づく資源管理の強化を図ること。 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ サンマ、サバ類及びカツオは、本県漁業の主要な漁獲対象種であり、また、

水揚げされた原料を利用する水産加工業や地域の観光業等においても重要

な魚種であるとともに、県内はもとより、全国の消費者に提供されている。 

 ○ 国際的にも利用されるサンマ、サバ類及びカツオについては、我が国の排

他的経済水域と隣接する公海等で外国漁船によりサンマ、サバ類の漁獲が

急激に増加、熱帯水域で海外まき網によりカツオの漁獲が増加しているこ

となどから、国は北太平洋漁業委員会（サンマ・サバ類）や中西部太平洋ま

ぐろ類委員会（カツオ）など国際的な枠組みの下、資源管理に取り組んでい

くことの重要性が増しているとしている。 

 ○ 本県漁業においては 

   ・ サンマの漁獲量は３年連続で低調に推移しており、平成２９年は過去

１０年で最低となる見込み 

・ カツオの漁獲量は平成２３年以降１，０００トンを下回り、その後は

低調に推移し、平成２９年は過去１０年で最低水準となる見込み 

  など、漁業者の経営は厳しさを増しており、外国漁船による漁獲の影響が懸

念される。 

【予算】農林水産省 
・「水産資源調査・評価推進事業」Ｈ31 当初 54 億 5 千 1 百万円（前年度比 1.76倍） 
                Ｈ30 補正 4 億 5 千 8 百万円 
 
【施策】 
・水産政策の改革を進める国の重要施策の一つ、「新たな資源管理システムの構築」の
中で本県要望内容と同様の内容が検討されている。 
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 ○ 更にサバ類（マサバ）は、本県のまき網、定置網、火光利用さば、釣りな

どで漁獲されるなど関係漁業者も多く、また、水産加工業等による利用も多

いことから、最も重要な魚種であり、資源の安定確保が求められている。 

   本県漁業者を含む全国の関係漁業者による資源管理の努力により、当該

資源は国の発表において資源水準が低位から中位、その動向が増加傾向と

されており、この回復基調を安定・継続することが重要であるが、外国  

漁船による漁獲の急激な増加による影響が大きな懸念となっている。 

 ○ 本県の水産業にとって最も重要なサンマ、サバ類及びカツオは、その  

安定確保が必要であるが、近年、サンマ及びカツオの水揚げが著しく低迷す

るなど不安定な状況となっている。また、公海等での外国漁船の漁獲の増加

による影響が懸念されることから､関係国間で協議し､科学的根拠に基づく

持続的利用を確保するために必要な資源管理の強化を図り、早期に実行す

ることが必要である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（１）東京湾アクアライン通行料金の引下げ継続 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】東京湾アクアライン通行料金の引下げ継続 
  
【具体的な提案・要望内容】 

   首都圏における交流・連携の強化、地域経済の活性化や都心部の迂回機能

を確保するため、東京湾アクアライン通行料金引下げが首都圏にもたらす効

果等を十分踏まえ、「アクアライン割引」を継続すること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 東京湾アクアラインは、首都圏中央連絡自動車道と一体となって、首都圏

における交流・連携の強化や、災害時・緊急時における都心と成田国際空港

を結ぶ代替ルートの確保、迂回機能による湾岸部の交通渋滞の緩和などに

も大きく貢献し、地方創生と国土の強靭化を実現していくうえで極めて  

重要な高速道路である。 

 ○ 平成２１年８月から実施した通行料金８００円（ＥＴＣ普通車）の   

社会実験では、アクアラインを活用した「人」、「モノ」の流れが活発化し、

通行料金割引が観光や企業進出、物流など、の本県産業の生産性の向上や  

地域経済の活性化に大きく寄与していることが確認された。 

 ○ 国において、平成２６年４月から国及び千葉県の負担を前提に    

「アクアライン割引」として通行料金８００円（ＥＴＣ普通車）が、    

当分の間、継続された。それ以降、２年６か月間の割引による経済波及効果

は、首都圏において約１，１５５億円と推計され、千葉県のみならず首都圏

に大きな経済効果がもたらされていることが確認されたところである。 

 ○ 今後も、アクアラインの効果を最大限発揮し、首都圏にもたらされる  

経済の好循環を加速させ、さらに波及させていくためには、「アクアライン

割引」を継続させることが必要不可欠である。 
  

【予算】国土交通省 
・「道路整備」 H31当初 1兆 5,491 億 3 千 6百万円の内数（昨年度比 1.15 倍） 
 
・「住宅都市環境整備（都市環境整備―道路環境整備）」  

H31 当初   3,855 億 1 千 3百万円の内数（昨年度比 1.20 倍） 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（２）首都圏中央連絡自動車道の建設推進 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】首都圏中央連絡自動車道の建設推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 大栄から横芝間の早期完成 

大栄から横芝間については、財政投融資の活用により整備を加速し、 

２０２４年度の開通に向け、確実に事業を進めること。 

２ ４車線化の整備推進 

県境・大栄間の４車線化については、財政投融資の活用により整備を 

加速し、２０２４年度までの供用に向け、確実に事業を進めること。また、

横芝・木更津東間については、早期に４車線化に着手し、一日も早く完成

させること。 

 

 

 

 

 

３ インターチェンジ等の早期整備 

圏央道の利便性の向上や地域の活性化に大きく寄与する（仮称）かずさ

インターチェンジ及び（仮称）茂原長柄スマートインターチェンジの   

早期整備を図ること。また、圏央道のストック効果を最大限発揮させるため、

インターチェンジへのアクセス道路が確実に整備されるよう必要な予算

を確保すること。 

 

 

 

 

 

【予算】国土交通省（要望１・２） 
・「効率的な物流ネットワークの強化」として、三大都市圏環状道路等の整備の推進な
どで、3,699億円が計上されている。 

 
・「踏切や通学路等における交通安全対策の推進」として、高速道路の暫定 2車線区間
の安全確保に向けた 4車線化などで、1,351 億円が計上されている。 

 
【参考】国土交通省（要望２） 
・「高速道路の機能強化の加速」として、財政投融資を活用して、暫定 2車線区間の 
機能強化による防災・減災対策などで、財政融資 1.0 兆円の追加が計上されてい
る。 

【予算】国土交通省（要望３） 
・「道路ネットワークによる地域・拠点の連携」として、IC へのアクセス道路の整備に
対する安定的な支援などで、2,867 億円が計上されている。 

【予算】国土交通省（要望１～３） 
・「道路整備」    H31 当初 1 兆 5,491 億 3 千 6 百万円の内数（昨年度比 1.15 倍） 
 
・「住宅都市環境整備（都市環境整備―道路環境整備）」  

H31 当初   3,855 億 1 千 3百万円の内数（昨年度比 1.20 倍） 
・「社会資本総合整備」H31 当初 2兆 1,886 億 5千 9百万円の内数（前年度比 1.09倍） 
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【直面している課題・背景】 

 ○ 首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、首都圏全体の交通の円滑化を図り、

東京湾アクアラインと一体となって、首都圏の各都市と成田国際空港など

の拠点間を環状につなぎ、地方創生と地域経済の活性化を実現するととも

に、国際競争力の強化や国土強靭化を図る上で、極めて重要な道路である。 

 ○ 圏央道は、全延長約３００ｋｍのうち約９割が開通しており、県内の  

観光入込客数の増加や、物流施設等の立地の進展など、経済に好循環を  

もたらすストック効果が表れている。本県の状況としては、県内区間   

９５ｋｍのうち、約８割にあたる７６ｋｍが開通しており、残る大栄から 

横芝間については、財政投融資の活用により整備を加速し、用地取得等が  

順調な場合、２０２４年度（平成３６年度）開通見込みであることが公表  

された。圏央道の整備によるストック効果を県内においても最大限発揮  

させるためには、大栄から横芝間の一日も早い開通が不可欠である。 

 ○ 本県の圏央道の大部分の区間が暫定２車線で開通しており、対面交通の

安全性や走行性、大規模災害時の対応などに課題があり、安全で円滑な交通

の確保や防災力の向上を図るためにも、早期に４車線化に着手し、一日も 

早く完成させることが必要である。 

 ○ インターチェンジ及びインターチェンジのアクセス道路については、 

圏央道の全線開通や４車線化に伴う効果を県内に波及させるとともに  

地域の活性化に大きく寄与することから、確実に整備していく必要がある。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（３）北千葉道路の早期整備 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】北千葉道路の早期整備 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 国道４６４号の全線の直轄編入を図ること。 

２ 西側区間（小室ＩＣ以西）は、専用部と一般部の併設構造とし、専用部に

ついては直轄事業と有料事業の合併施行の計画として、早期事業化を図るこ

と。 

３ 東側区間は、早期開通に向け十分な予算を確保するとともに、直轄施工区

間については、引き続き４車線での整備を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 東京外かく環状道路と成田国際空港を最短で結び、沿線にある千葉ニュー

タウン、成田ニュータウンを連絡する道路である国道４６４号北千葉道路は、

国際競争力の強化や周辺道路の渋滞緩和による物流等の効率化、災害時にお

ける緊急輸送道路の確保等に寄与し、地方創生と国土強靭化を実現する、千

葉県のみならず、我が国にとって重要な道路である。 

 ○ 現在、全体区間約４３ｋｍのうち、約２６ｋｍが供用済みである。    

小室インターチェンジ以西の西側区間約１５ｋｍは、国、県、及び高速道路

会社で組織される「千葉県道路協議会」において、自動車専用道路について

は、直轄事業と有料事業の合併施行の計画とする方針が確認され、    

平成３０年１月からは、国の協力を得ながら、都市計画・環境アセスメント

の手続きを進めているところである。 

【予算】国土交通省（要望１～３） 
・「道路整備」    H31 当初 1 兆 5,491 億 3 千 6 百万円の内数（昨年度比 1.15 倍） 
 
・「住宅都市環境整備（都市環境整備―道路環境整備）」  

H31 当初   3,855 億 1 千 3百万円の内数（昨年度比 1.20 倍） 
・「社会資本総合整備」H31 当初 2兆 1,886 億 5千 9百万円の内数（前年度比 1.09倍） 

【予算】国土交通省（要望３） 
・「道路分野における個別補助制度の創設・拡充」として、交通拠点連携を図り、物
流の効率化など生産性向上に資する空港・港湾等へのアクセス道路などについ
て、計画的かつ集中的に支援するための個別補助制度を創設することが示され、
1,965 億円が計上されている。 
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 ○ 東側区間の成田市船形から押畑間約３．８ｋｍは今年度の開通（暫定  

２車線）を目標に国が全面的に工事を展開しており、残る成田市押畑から  

大山間約３．７ｋｍについては、県において工事を推進しているところ  

である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（４）東京外かく環状道路の建設推進 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】東京外かく環状道路の建設推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 東京外かく環状道路の京葉道路との接続部である京葉ジャンクションに

ついては、京葉道路千葉方面と外環道高谷方面とを連絡するランプの整備を 

進め、早期にフルジャンクション化を図ること。また、外環道を完全な環状

道路とし、東京湾アクアラインと一体となって、その機能を十分発揮させる

ため、東名高速道路から湾岸道路間の計画の早期具体化を図ること。 

 

 

２ 外環道の開通に伴う周辺環境の状況を把握し、必要に応じて適切な対策を

講じる等、環境の保全に努めること。 

３ 本道路と密接に関連するまちづくりのための道路、河川、下水道等の事業

については、県や地元市が行っている整備を着実に推進するための予算を 

確保すること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 東京外かく環状道路は、首都圏中央連絡自動車道等とともに千葉県内の

道路の基幹となる極めて重要な道路であり、平成３０年６月２日の三郷南

インターチェンジから高谷ジャンクションの開通により、千葉県区間が 

全線開通したところである。開通により、県北西部の慢性的な交通混雑の 

緩和や都市基盤の整備を図る上から大きな役割を果たすとともに、   

首都直下地震等の災害時に地域の安全性の向上に寄与することが期待  

される。 

一方、外環道の機能を十分発揮させるため、現在、整備中である関越自動

車道から東名高速道路間の約１６キロメートルについて、工事が進められ

ている。さらに、残る区間である東名高速道路から湾岸道路間については、

【予算】国土交通省（要望２・３） 
・「道路整備」    H31 当初 1 兆 5,491 億 3 千 6 百万円の内数（昨年度比 1.15 倍） 
 
・「住宅都市環境整備（都市環境整備―道路環境整備）」  

H31 当初   3,855 億 1 千 3百万円の内数（昨年度比 1.20 倍） 
・「社会資本総合整備」H31 当初 2兆 1,886 億 5千 9百万円の内数（前年度比 1.09倍） 

【参考】（要望１） 
・ランプの工事については、東日本高速道路㈱により、平成 31年度第１四半期の入札
に向けた準備が進められている（平成 30 年 7月発表）。 
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ルート等は未定の状況であり、現在、「東京外かく環状道路（東名高速道路

～湾岸道路）計画検討協議会」において検討が進められている。 

 ○ 本道路の京葉ジャンクションについては、外環道と京葉道路とを相互に 

接続し、都心への交通分散や非常時の迂回機能など、大きな役割を担う  

立体交差施設であることから、現在、高速道路会社において、ランプの整備

が進められている。未完成のランプを整備し、早期にフルジャンクション化

を実現する必要がある。 

○ 本道路は、環境保全に十分配慮されるべきものであり、県が組織する、   

「東京外かく環状道路連絡協議会 環境保全専門部会（※）」において、国及び

高速道路会社により示された、東京外かく環状道路（千葉県区間）供用後  

環境監視計画に基づき、周辺環境の状況を把握し、必要に応じて適切な対策

を講じる等、環境の保全に努める必要がある。 

（※）環境保全専門部会：千葉外環の都市計画変更（都計アセス）の際に環境担当部局   

から出された意見に対する都市計画決定権者の意見のフォローアップを行う会議体。

事業者（国・NEXCO）、県、市で組織。 

○ 本道路と密接に関連するまちづくりのための事業として、県は、地元の 

市川市（９分類２２項目）・松戸市から要望されている江戸川左岸流域下水

道市川幹線・松戸幹線などを整備したところであり、 そのほか、県道市川

浦安線 行徳橋、（都）国分下貝塚線、一級河川高谷川、江戸川第一終末処理

場など、今後も着実に整備を進めていく必要がある。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（５）高規格幹線道路等のネットワーク機能の充実 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】高規格幹線道路等のネットワーク機能の充実 
 
 

【具体的な提案・要望内容】 

１ 富津館山道路等の４車線化 

（１）南房総地域の交流や連携の強化を図るため、富津館山道路の４車線化に

向けた計画の具体化を図ること。 

 

 

 

 

（２）富津館山道路の終点部である富浦インターチェンジから館山市内までの

国道１２７号については、ボトルネックとなっている館富トンネルの４車

線化等の機能強化を図ること。 

２ 京葉道路の渋滞対策の推進 

渋滞の著しい京葉道路については、湾岸地域の円滑な交通の確保を図る 

ため、早期に車線追加などの抜本的な対策の計画を具体化し、工事に着手 

すること。 

 

 

３ 東京湾岸道路の整備推進 

（１）東京湾岸道路を構成する国道３５７号については、塩浜立体、舞浜立体

及び船橋市域の渋滞対策のための事業を推進すること。 

（２）東京湾岸道路の千葉地区専用部や未整備区間について、計画の早期具体

化を図ること。 

４ 第二東京湾岸道路の早期具体化 

 湾岸地域の渋滞緩和及び生産性向上を図るため、具体的な道路ネット  

ワークを計画し、早期に道路ネットワークの具現化を図ること。 

【予算】国土交通省（要望１（１）） 
・「踏切や通学路等における交通安全対策の推進」として、高速道路の暫定 2車線区
間の安全確保に向けた 4 車線化などで、1,351億円が計上されている。 

 
【参考】（要望１（１）） 
・「高速道路の機能強化の加速」として、財政投融資を活用して、暫定 2車線区間の
機能強化による防災・減災対策などで、財政融資 1.0 兆円の追加が計上されてい
る。 

【参考】（要望２） 
・京葉道路の渋滞対策として、東日本高速道路㈱により船橋 ICから武石 IC 間にお
いて付加車線の設置工事が着手された（平成 30 年 6 月）。 
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５ 国道１６号千葉柏道路の早期具体化 

千葉市から東葛飾北部地域にかけての唯一の広域幹線道路である   

国道１６号の渋滞緩和、千葉県北西部の交通の円滑化による生産性の向上や

経済の好循環を図るため、国道１６号千葉柏道路の計画の早期具体化を  

図ること。 

６ 銚子連絡道路や長生グリーンラインなどの幹線道路網の整備促進 

銚子連絡道路や長生グリーンライン、千葉東沿岸地域を結ぶ地域高規格 

道路等をはじめとする県内の国道・県道の体系的かつ早急な整備を推進す

るため、予算の確保を図ること。 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 全国的な交流と連携を強化し、国際的な戦略拠点などを結び、地域の交流

と連携を支える高規格幹線道路と、それを補完する地域高規格道路等の 

整備を進め、その波及効果を全県に広げるとともに、生産性を向上し、   

災害時における緊急輸送道路の強化、渋滞の解消、交通事故削減など、  

安全で快適な生活環境を目指した道路の整備を進めているところである。 

 ○ 湾岸部の主要都市や重要港湾、臨海コンビナート、大規模集客施設などの

都市機能が集積する地域を、環状に連結する湾岸地域においては、いまだ 

渋滞は解消されておらず、また、東京湾アクアライン着岸地周辺地域などで

は、大規模商業施設の拡大が続いており、両地域ともに交通状況が変化  

しつつあるところである。そのため、東京湾岸道路の一部をなす      

国道３５７号においては、舞浜立体の工事など渋滞対策が進められているが、

湾岸地域の更なる発展のため、第二東京湾岸道路等による湾岸軸の   

強化とともに南房総地域のアクセス強化が必要である。 

 ○ 供用見込みが示された圏央道の全線開通の効果を最大限発揮し、千葉県

のポテンシャルをさらに高めるため、県内の幹線道路ネットワークをさら

に強化していく必要がある。 

  

【予算】国土交通省（要望１～６） 
・「道路整備」    H31 当初 1 兆 5,491 億 3 千 6 百万円の内数（昨年度比 1.15 倍） 
 
・「住宅都市環境整備（都市環境整備―道路環境整備）」  

H31 当初   3,855 億 1 千 3百万円の内数（昨年度比 1.20 倍） 
・「社会資本総合整備」H31 当初 2兆 1,886 億 5千 9百万円の内数（前年度比 1.09倍） 
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高規格幹線道路等のネットワーク機能の充実

④第二東京湾岸道路の
早期具体化

⑥銚子連絡道路
の整備促進

⑥長生グリーンラインの
整備促進

首都圏中央連絡自動車道の建設推進
（大栄～横芝）

・２０２４年度の開通に向けた確実な
事業推進

②京葉道路の
渋滞対策の推進

⑤国道１６号千葉柏道路の
早期具体化

インターチェンジ等の早期整備
・(仮称)茂原長柄SIC
・(仮称)かずさＩＣ

③東京湾岸道路の
整備推進

首都圏中央連絡自動車道の建設推進
・暫定２車線区間の４車線化

①富津館山道路等の４車線化

・富津館山道路の４車線化に向けた計画具体化

・国道１２７号の機能強化

アクアライン割引の
継続

首都圏中央連絡自動車道の建設推進
（県境～大栄）

・２０２４年度までの４車線化に向けた
確実な事業推進北千葉道路の早期整備

・西側区間（小室IC以西）の早期事業化
・東側区間（印西~成田）の４車線化整備

東京外かく環状道路の建設推進
・京葉JCTの

早期フルジャンクション化
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（６）社会資本整備の推進と適正な維持管理 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 
【提案・要望事項名】 

①地域の活力向上のための道路整備や交通安全対策等の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 高速道路のインターチェンジ、主要な観光地などへのアクセス向上や、 

救急医療機関への移動時間の短縮、主要な渋滞箇所の交通円滑化対策等に 

資する道路の整備を推進するため、予算の確保を図ること。 

２ 通学路における児童等の安全を確保するとともに、高齢者や障がい者など

誰もが安全に安心して通行できるよう利用者の視点に立った歩道の整備や

自転車走行環境の改善、交差点改良等の交通安全対策について、安定的な

予算の確保を図ること。 

 

 

３ 老朽化が進む道路施設の着実な点検等を促進するため、コスト縮減が  

図れる点検に関する新技術の開発などを推進すること。 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 県内外との交流・連携の強化に向けて、広域的な幹線道路ネットワークを

形成する圏央道等の整備促進に併せて、これら広域的な幹線道路ネット 

ワークのストック効果を県内各地へ波及させるため、地域高規格道路や 

国道・県道及び市町村道の整備を進める必要がある。 

○ 通学路の緊急点検の結果を踏まえた安全の確保や、高齢者や障がい者に 

配慮した対策など、交通安全環境の改善に向けた取組も急務となっている。 

【予算】国土交通省（要望２） 
・「踏切や通学路等における交通安全対策の推進」として、自転車活用推進計画に基
づく、安全で快適な自転車利用環境の創出などで、1,351 億円が計上されている。 

【施策】国土交通省（要望３） 
・地方公共団体による橋梁等の定期点検の在り方について見直しが検討されている
（平成 30 年度中）。 

【予算】国土交通省（要望１～３） 
・「道路整備」    H31 当初 1 兆 5,491 億 3 千 6 百万円の内数（昨年度比 1.15 倍） 
 
・「住宅都市環境整備（都市環境整備―道路環境整備）」  

H31 当初   3,855 億 1 千 3百万円の内数（昨年度比 1.20 倍） 
・「社会資本総合整備」H31 当初 2兆 1,886 億 5千 9百万円の内数（前年度比 1.09倍） 
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○ 道路施設の老朽化が進む中、施設ごとに長寿命化修繕計画を策定し、  

事後的な修繕から予防的な修繕への転換に取組んでいるところであるが、 

予防的な修繕に必要な情報を得るために行う点検については、厳しい財政 

状況の中で、効果的・効率的な、コスト縮減のための新技術の開発などが  

必要である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（６）社会資本整備の推進と適正な維持管理 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】②連続立体交差事業の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 連続立体交差事業の計画的かつ円滑な事業推進を図るため、必要な予算枠

を確保すること。 

２ 連続立体交事業は、事業期間が長く、事業規模も大きいことから、安定的

に国からの予算支援が必要不可欠であり、円滑な事業実施に支障のないよう

継続的に国の重点政策として推進すること。 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 千葉県では、新京成線新鎌ヶ谷駅付近、東武野田線野田市駅付近において

連続立体交差事業を進めているところである。 

○ 新京成線については平成３１年度、東武野田線については平成３５年度 

までの高架化を予定しており、今後、工事の最盛期・本格化が控えている   

ことから事業費を継続的に確保していくことが課題となっている。 

 ○ 連続立体交差事業は、交通渋滞の緩和や踏切の危険性、市街地の分断等を

解消する、市街地整備の骨格をなす重要な事業であるが、通常の街路事業と

比べ事業規模が大きく、かつ事業費の集中投資が必要となる。 

○ 平成３０年度より、連続立体交差事業等について、国庫債務負担行為を 

活用しながら個別箇所ごとに計画的かつ集中的な支援を実施するため、新た

に社会資本整備総合交付金（交通拠点連携集中支援事業）が創設されたこと

から、この予算を確実に確保し、今後も計画的かつ円滑な事業推進を図る必

要がある。 

 

【予算】国土交通省（要望１・２） 
・「補助事業（連続立体交差事業）」 

 H31 当初  490 億円    の内数 
           H30 補正 3,249 億 3百万円の内数 
 
・「道路分野における個別補助制度の創設・拡充」として、交通拠点連携を図り、物流
の効率化など生産性向上に資する空港・港湾等へのアクセス道路などについて、計
画的かつ集中的に支援するための個別補助制度を創設することが示され、1,965 億
円が計上されている。 
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【参考：県内連続立体交差事業】 

 ア 新京成線連続立体交差事業（鎌ケ谷市） 
  ・事業区間      新京成線（鎌ヶ谷大仏駅～くぬぎ山駅） 
  ・事業延長      ３，２５７ｍ 
  ・供用予定      平成３１年度高架切替予定 
  ・除去踏切数     １２箇所 
  ・高架化される駅   初富駅、新鎌ヶ谷駅、北初富駅 
  ・総事業費      約４９５億円 
 
イ 東武野田線連続立体交差事業（野田市） 

  ・事業区間      東武野田線（清水公園駅～梅郷駅） 
  ・事業延長      ２，９０５ｍ 
  ・供用予定      平成３３～３５年度高架切替予定 
  ・除去踏切数     １１箇所 
  ・高架化される駅   愛宕駅、野田市駅 

    ・総事業費      約３５３億円 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（６）社会資本整備の推進と適正な維持管理 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】③河川管理施設の適正な維持管理・更新の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 排水機場等河川管理施設の適正な維持管理、更新のための安定した予算 

確保を図るとともに、補助事業採択基準の引下げ、補助率増嵩等、費用負担

の軽減を図ること。 

 

 
 

２ 水防上重要な堤防や護岸等の河川管理施設の点検、長寿命化計画策定及び

維持修繕について、費用負担の軽減を図ること。 

【直面している課題・背景】 

 ○ 県で管理している排水機場、水門等は、人口が集中する北西部に多く、 

初期に設置された施設は、既に耐用年数を超過している状況である。排水機

場等に機能障害が生じた場合には、洪水や浸水等、甚大な被害が生じること

から、維持管理及び更新を適正に実施する必要があるが、既に老朽化した 

施設が多いことから、今後、維持管理及び更新に要する費用の増大が懸念 

される。国では、県において長寿命化計画を策定したもので、延命化に必要

な費用が概ね４億円以上である排水機場等を補助対象要件に、特定構造物

改築事業として延命化事業を実施しているが、補助対象とならない比較的

小規模な施設も多く、維持管理費の確保が課題となっている。 

 〇 平成２５年１２月に河川法が一部改正され、河川管理施設等の維持又は

修繕の義務が明確化されたこと、法改正に伴い施行令が一部改正され、河川

管理施設等の点検を適切な時期に目視によって行うこと等が明確化された

ことなどから、施設の維持や点検等の河川管理を適切に実施する必要があ

るが、費用の確保が課題となっている。また、平成３０年度から、補助対象

とならない排水機場や護岸等の河川管理施設について、公共施設等適正管

理推進事業債が拡充されている。しかしながら、交付税措置率が低いことや、

長寿命化対策事業が対象となっているため長寿命化計画策定に係る費用の

確保が課題となっている。  

【予算】国土交通省（要望１） 
・「社会資本総合整備（防災・安全交付金）」 

H31 当初 1兆 3,173 億 1 千 8百万円の内数（前年度比 1.18 倍） 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（６）社会資本整備の推進と適正な維持管理 

 

提案・要望先  国土交通省       

千葉県担当部局 県土整備部、農林水産部 

 

【提案・要望事項名】④利根川及び江戸川の堤防整備の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 安全な県土の形成のため、人口が集中する東葛飾・葛南地域における  

江戸川の堤防整備等を進めるとともに、利根川下流部における河道掘削及び 

無堤区間の築堤工事を積極的に推進すること。 

 

 

２ 利根川河口部での津波対策及び印旛沼を調節池として活用した放水路に

ついて、「利根川水系利根川・江戸川河川整備計画」に位置付けを行い、必要

となる整備を実施すること。 

【直面している課題・背景】 

○ 平成２７年９月の関東・東北豪雨では鬼怒川の堤防が決壊し、広範囲の

浸水、家屋の倒壊・流出など、甚大な被害が発生した。このことからも、  

利根川と江戸川に接する千葉県にとって、堤防整備は喫緊の課題である。 

○ 利根川及び江戸川の直轄河川工事については、平成２５年５月に国が策定

（平成２９年９月一部変更）した「利根川水系利根川・江戸川河川整備計画」

に基づき堤防整備等を進めていくこととなる。 

○ 江戸川については、堤防の断面が不足している箇所があり、暫定堤防を 

完成堤防にしていくこととしているが、東京都及び埼玉県側（右岸側）に  

比べ、千葉県側（左岸側）の堤防整備の遅れが懸念される。 

○ 利根川については、下流部において流下能力を確保するため、河道掘削 

及び無堤区間における築堤工事を実施することとしているが、整備が完了 

するまで概ね２０～３０年の期間を要する見込みである。 

○ 東日本大震災により河川・海岸等に大きな被害を受けた本県は、九十九里

沿岸をはじめとする各地域の津波対策を順次進めているところであるが、利

根川河口部においては、まだ対策が図られていない。また、「利根川水系利

根川・江戸川河川整備計画」には、『（前略）平成２３年に制定された「津波

防災地域づくりに関する法律」に基づき関係都県が設定する津波浸水想定に

【予算】国土交通省（要望１） 
・「治山治水（治水）」H31 当初 9,973 億  2百万円の内数（前年度比 1.32 倍） 
          H30 補正 1,654 億  3百万円の内数 
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対して、必要に応じて情報提供、技術的な支援等に努める。』と記載されて

いるものの、利根川河口部での津波対策について、具体的な位置付けはなさ

れていない。 

○ 「利根川水系河川整備基本方針」には、「印旛沼を利根川の調節池として

活用した放水路を整備する」とされているが、「河川整備計画」には、その

位置付けが無い。平成２５年１０月の台風２６号の降雨では、印旛沼が過去

最高水位を記録し、流域では多くの浸水被害が発生した。また、印旛沼と  

利根川を結ぶ長門川において、河岸の侵食が顕著である。このため、流域  

市町で組織される「印旛沼関連事業市町連絡協議会」より早急な整備が要望

されている。 

 
【参考：利根川水系河川整備基本方針（抜粋）】 

（２）河川の総合的な保全と利用に関する基本方針 

    ア 災害の発生の防止又は軽減 

     利根川の取手から下流においては、（中略）印旛沼を調節池として活用した放

水路を整備する。なお、整備にあたっては、関係機関と連携・調整を行い、印旛

沼の水質改善対策や周辺の内水対策にも配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （上図は河川整備基本方針の流量配分図） 

※利根川から印旛沼を経由して東京湾へ抜ける放水路が位置付けされている 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（６）社会資本整備の推進と適正な維持管理 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】⑤社会資本の整備や老朽化対策等に係る財政支援の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 社会資本の整備及び施設の老朽化対策等を着実に進めるため、必要な公共

事業予算を安定的・持続的に確保すること。 

２ 社会資本整備総合交付金や防災・安全交付金など、制度をより一層拡充し、

地方への財政支援の充実を図ること。 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 千葉県ではこれまでの公共投資により、物流施設の立地など、民間の投資

が拡大され、新たな雇用が創出されるなどのストック効果が着実に現れてき

ているものの、その効果を更に広く県内へ波及させていくために必要な国県

道や、安全安心な生活を支える河川や港湾、公園などの社会資本整備はいま

だ十分ではない状況であり、引き続き、生産性の向上を導くストック効果の

高い公共投資が必要である。 

○ さらに、全国的に高度経済成長期に建設された道路、河川、港湾、公園、

下水道などの社会資本の老朽化が急速に進んでいる中、千葉県においても、

施設ごとに長寿命化計画を策定し、事後的な修繕・更新から予防的な修繕へ

の転換に取り組んでいるところであるが、今後、計画の実現に向けて、老朽

化対策に要する費用や維持管理費が大きく増大していくことが懸念される。

また、首都直下地震や近年頻発する大規模自然災害に備えた、防災・減災対

策の充実についても喫緊の課題である。 

  

【予算】国土交通省（要望１・２） 
・「社会資本総合整備」H31 当初 2兆 1,886 億 5千 9百万円の内数（前年度比 1.09倍） 

H30 補正   3,249 億  3百万円の内数 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（７）八ッ場ダム建設事業の早期完成 

 

提案・要望先  国土交通省       

千葉県担当部局 県土整備部、総合企画部 

 

【提案・要望事項名】八ッ場ダム建設事業の早期完成 
  
【具体的な提案・要望内容】 

八ッ場ダムは、利根川沿川地域の人々の生命・財産を洪水から守るととも

に、首都圏の水資源の安定確保に資する重要な施設であることから、ダムの

効果を早期に発現するよう、工期を厳守するとともに、更なるコスト縮減を

図り、総事業費の圧縮に努めること。 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 八ッ場ダムは、利根川上流ダム群の一翼を担うダムであり、洪水調節量 

５，５００ m³ /sのうち最大で１，８２０ m³ /sを担う重要な施設である。 

○ 千葉県は、利根川の最下流部に位置しており、ひとたび洪水の被害を受け

ると、その被害は極めて大きいものと想定される。このことから、八ッ場  

ダムは利根川上流で洪水調節を行い、下流の洪水を低減させるために必要で

あり、本県にとって重要な施設であると判断される。 

○ 一方で、千葉県は、水源の約３分の２を利根川水系に依存している。 

○ これまで、利根川本川では、平成４年に現在の上流８ダムの供給体制に 

なって以来、平成６年及び８年に３０％の取水制限、平成９年、１３年、  

２４年、２５年そして２８年と１０％の取水制限の渇水に見舞われ、県民 

生活及び社会経済活動に多大な影響がでており、県民等に必要不可欠な水を

安定的に給水するため、渇水に対する安全性を高める必要がある。 

○ また、将来の気候変動に伴い、渇水の増加が予測されていることからも、

上流ダム群の一つとなる八ッ場ダムにより、流況の改善及び安定化が図られ

るものであり、当該ダムは県民等への安定給水のために重要なダムである。 

○ 八ッ場ダムは、本県にとって、治水・利水の両面から必要不可欠な施設で

あることから、ダムの効果が早期に発現するよう、工期を厳守するとともに、

更なるコスト縮減を図り、総事業費の圧縮に努めることが望まれる。 

【予算】国土交通省 
・「治山治水（治水）」H31 当初 281 億円 
 
平成 31 年度完成に向けて工事が進められている。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（８）九十九里浜における侵食対策の推進 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 県土整備部 

 

【提案・要望事項名】九十九里浜における侵食対策の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

九十九里浜の侵食対策は、防護・利用・環境の観点から国土保全上特に  

重要なものである。九十九里浜全域（６０ｋｍ）の海岸保全施設の整備や  

養浜など侵食対策に対して、一層の推進のための予算の確保を図ること。  

また、整備が広範囲にわたり、事業規模が大きく高度な技術力が必要と

なるため、国による直轄事業の必要性の検討を行うこと。 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 九十九里浜（６０ｋｍ）では、沿岸漂砂の減少等により海岸侵食が進み、

越波等に対する防護レベルの低下や、砂浜喪失による海水浴場の閉鎖、動植

物の生息環境の喪失など、深刻な影響が出ている。 

○ 特に、南九十九里浜（片貝海岸（九十九里町）～一宮海岸（一宮町））で

は、近年は台風に伴う波浪等により、各所で大規模な浜崖が発生するなど、

著しい砂の流出による防護レベルの脆弱化が進み、さらに、海浜空間の消失

により地域の活力が低下している。 

○ このため、平成２１年に南九十九里浜沿岸の市町村等により「南九十九里

浜保全対策協議会」が設立され、海岸保全施設の整備について要望活動が実

施されているところである。 

○ 現在、学識者や沿岸市町村長らで構成する検討会議を開催し、関係者と 

意見調整をしながら、九十九里浜全域での侵食対策手法について検討を進め

ているが、事業規模が大きく高度な技術力が不可欠となる。 

 

  

【予算】国土交通省 
・「社会資本総合整備（防災・安全交付金）」 

H31 当初 1兆 3,173 億 1 千 8百万円の内数（前年度比 1.18 倍） 
 
【施策】 
・「津波防災地域づくりと砂浜保全のあり方に関する懇談会」において、砂浜管理を踏

まえた、侵食対策事業等の確認・見直し、新規導入について検討が進められている。 



117 
 

【参考：九十九里浜の侵食状況】 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（９）公共交通機関の充実・確保 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 総合企画部 

 
【提案・要望事項名】①ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との相互 

直通運転の実現及びＪＲ京葉線の輸送力増強 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との相互直通運転が実現する

よう、ＪＲ東日本と東京臨海高速鉄道との協議の加速化や乗車経路の判別

技術の開発などに取り組むこと。 

２ ＪＲ京葉線の一部区間の複々線化等の輸送力増強について促進すること。 

【直面している課題・背景】 

 ○ ＪＲ京葉線とりんかい線の相互直通運転は、東京ディズニーリゾートや

幕張メッセなどの大型集客施設や宿泊施設等が多数立地する東京湾岸地域

の一体的な産業・観光の発展ばかりでなく、南房総・九十九里地域における

通勤圏の拡大、産業や観光の振興、まちづくり等にとっても重要である。 

 ○ また、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会では、東京臨

海部や幕張メッセで多数の競技が開催される予定であり、会場間の円滑な

輸送という観点からも、両路線の相互直通運転は必要である。 

○ しかしながら、両路線は、新木場駅の蘇我寄りで線路が接続されている 

ものの、乗車経路が判別できないことによる運賃配分等の課題があるため、

相互直通運転が実施されていない。 

○ また、ＪＲ京葉線の朝ラッシュ時は混雑率が高く、混雑緩和を図る必要が

あること、また、同時間帯にりんかい線直通列車を運行した場合、東京駅  

方面への列車本数を削減せざるを得ないこと、などの課題があることから、

一部区間の複々線化等の輸送力増強にも取り組む必要がある。 
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【参考:京葉線・りんかい線路線図】  
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（９）公共交通機関の充実・確保 

 

提案・要望先  国土交通省       

千葉県担当部局 総合企画部 

 
【提案・要望事項名】  

②東葉高速鉄道・北総鉄道の経営安定化に向けた支援の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 

東葉高速鉄道及び北総鉄道の経営安定化を図るため、鉄道建設・運輸施設

整備支援機構に対する多額の長期債務の縮減や利払いの軽減など、各年の 

元利償還金の更なる軽減措置を講じること。 

【直面している課題・背景】 

 ○ 東葉高速鉄道及び北総鉄道は、建設費の増大により、鉄道建設・運輸施設

整備支援機構に対する多額の長期債務を抱えており、開業以来、その償還が

経営を圧迫する厳しい状況が続いている。 

 ○ このことは、両鉄道の建設当時、後につくばエクスプレス等で採用された

建設費の大半が無償資金で充てられるような制度がなく、財政投融資等の

有償資金を中心とするＰ線方式を両鉄道が採用せざるを得なかったことが

大きく影響している。 

○ こうした中で、県では、沿線自治体等と連携し、多額の追加出資等、様々

な経営支援策を実施するほか、沿線開発による需要増のための取組に努めて

きた。 

○ しかしながら、両鉄道の経営は、依然として金利の動向に大きく左右され

るなど、非常に脆弱な状況が続いており、会社の経営安定化を図るためには、

機構に対する長期債務の負担軽減や利払いの軽減などの根本的な対策が必

要不可欠である。 
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【参考：各鉄道の建設費に占める無償資金の割合について】 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

└ 出資金 106（うち県 23.2） 
開発者負担金 111（民間） 

└ 機構債務 2,948 
市中借入金  82 

└ 出資金 1,131（うち県 90） 
無利子貸付金（国 3,232、自治体 3,232（うち県 646）） 

― 機構債務 485 

└ 出資金 96（うち県 20） 
開発者負担金 43（企業庁） 

└ 機構債務 1,298 

総額8,081億円 

総額3,247億円 

総額1,437億円 

94.0% 6.0% 

90.3% 

首都圏新都市鉄道 
（宅鉄法） 

北総鉄道 
（P 線） 

東葉高速鉄道 
（P 線） 

■無償資金 □有償資金 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１０ 活力ある県土の基盤づくり 

（９）公共交通機関の充実・確保 

 

提案・要望先  国土交通省 

千葉県担当部局 総合企画部 

 

【提案・要望事項名】③ホームドアの整備による転落防止対策の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 鉄道車両の扉位置の相違などの課題に対応可能な、新たなタイプのホーム

ドアの早期実用化に向けて、研究開発や実証実験に対する支援の拡充を図る

こと。 

 

 

２ ホームドアの整備に係る鉄道事業者の負担軽減のため支援の拡充を図る

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【直面している課題・背景】 

○ 近年、鉄道駅のホームからの転落事故や、列車との接触事故が相次いで発

生したため、国土交通省では、平成２８年８月から「駅ホームにおける安全

性向上の検討会」を開催し、同年１２月に転落防止対策を優先して実施すべ

き駅の考え方や、転落防止対策の進め方の方針を示したところである。また、

平成２９年７月にはフォローアップを実施、取組状況を公表する等、鉄道事

業者の積極的な取組を促進している。 

  

【予算】国土交通省（要望１） 
・「鉄道技術開発費補助金」H31 当初 1 億 5 千 2 百万円の内数（前年度比 0.52 倍） 
 
・「技術研究開発委託費」 H31 当初 1 億 5 千 3 百万円の内数（新規） 

【予算】国土交通省（要望２） 
・「地域公共交通確保維持改善事業」 

H31 当初 220億  5百万円の内数（前年度比 1.05倍） 
H30 補正 33億 6 千 4百万円の内数 
 

・「訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業」 
H31 当初 54億 7 千 4百万円の内数（前年度比 0.57倍） 
H30 補正 3億円     の内数 
 

・「都市鉄道整備事業費補助（地下高速鉄道）」 
H31 当初 60億 4 千 2百万円の内数（前年度比 1.33倍） 
H30 補正  8億 7 千 8百万円の内数 
 

・「鉄道駅総合改善事業費補助」 
H31 当初 24億 5 千 3百万円の内数（前年度比 1.09倍） 
H30 補正   5 千 2百万円の内数 
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 ○ この方針では前回よりも、転落防止対策を加速的に進めていくものであ

り、利用者１０万人以上の駅については、車両の扉位置が一定である等の 

整備条件を満たしている場合、原則として平成３２年度までにホームドア

を整備することとしている。 

○ しかし、ホームドアの整備には、設置費用が多額であることや、車両の長

さ・ドア位置・ドア数の相違への対応等、技術的な課題もある。 

○  本県においても、平成２５年度に、鉄道駅におけるバリアフリー設備の

補助制度を拡充し、ホームドアの整備費用も補助対象としたところである

が、県内の利用者１０万人以上の駅におけるホームドアの設置は１７駅中

２駅に止まっている状況である。 
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平成３１年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

１１ 地方分権の推進 

 

提案・要望先  内閣府、総務省、財務省 

千葉県担当部局 総合企画部       

 

【提案・要望事項名】地方分権の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 

１ 地方分権改革を推進するため、国と地方の役割分担を適切に見直し、地方

が必要とする事務・権限及び税財源の一体的な移譲とともに、「従うべき  

基準」の原則廃止を含めた義務付け・枠付けの見直しを行うこと。 

２ 地方分権改革を推し進めるために導入された「提案募集方式」について、

地方の発意に根差した提案の実現に向け積極的に取り組むこと。 

 

 

 

 

 

 

３ 国・地方の税財源配分のあり方を見直し、地方税源の充実と、税源の   

偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築すること。 

 

 

 

 

４ 地方の安定的財政運営に必要な地方交付税の総額を確保・充実し、地方が

国に代わって借り入れる臨時財政対策債は廃止すること。 

 

 

 

 

 

【施策】内閣府（要望１・２） 
・部分的ではあるものの、「平成 30年地方分権改革に関する提案募集」において地

方から提案された事項について、「平成 30 年の地方からの提案等に関する対応方
針」により、権限移譲や義務付け・枠付けの見直しが行われた。 

 
・「平成 30 年地方分権改革に関する提案募集」により、地方から 319 件の提案があ

り、関係府省と調整することとされた 188 件のうち 145 件（77.1％）が提案の趣
旨を踏まえて対応することとされた。 
なお、本県提案（2 件）については、いずれも提案の趣旨を踏まえて対応するこ
ととされた。 

【施策】総務省／財務省（要望３） 
・平成 31 年度与党税制大綱により、地域間の財政力格差の拡大、経済社会構造の

変化等を踏まえ、県内総生産の分布状況と比較して大都市に税収が集中する構造
的な課題に対処し、都市と地方が支え合い、共に持続可能な形で発展するため、
特別法人事業税（仮称）及び特別法人事業譲与税（仮称）を創設することとされ
た。 

【予算】総務省／財務省（要望４） 
・政府予算案において、一般財源総額は前年度を上回る 62.7 兆円（前年度比＋0.6

兆円）が確保され、地方交付税についても、前年度比で 0.2 兆円増（1.1％）の
16.2 兆円となっている。 
また、地方財源の不足に対処するための臨時財政対策債が引き続き計上されたも
のの、前年度比 0.7 兆円減（▲18.3％）となる 3.3 兆円と大幅に抑制されている。 
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５ 国庫補助負担金については、国と地方の役割分担を見直した上で、地方へ

の税源及び権限の移譲を中心とした改革を進めること。 

 

【直面している課題・背景】 

 ○ 地方分権改革は、個性豊かで活力に満ちた地域社会を構築し、地域の実情

に合った住民サービスの向上を図るための基盤であり、これまで、地方に 

対する事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直しなど、様々な取組が 

行われてきたが、同時に地域が抱える課題も多様化・複雑化している。  

個々の地域課題について、地域が自らの発想と創意工夫により、それぞれ

の実情に応じた解決を図るためには、国と地方の役割分担を適切に見直し、

地方分権改革を更に推進していくことが不可欠である。 

○ 地方が担うべき事務権限に見合った税財源の移譲等は行われていない 

ことから、地方の安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保するととも

に、地方の財源不足は、臨時財政対策債による補てんではなく、地方交付税

の法定率の引上げを含めた抜本的な対策によって解消すべきである。 

  

  

【施策】総務省／財務省（要望５） 
・予算編成に当たって、国庫補助負担金の見直し等を積極的に推進し、地方公共団

体の自由度の拡大に努めるよう総務大臣から各大臣へ申入れを行う等、国におい
ても改革の必要性を認識している。 
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【参考１：地方からの提案に関する対応状況（提案募集）】

 

 

【参考２：国と地方の税源配分（平成２８年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国と地方の税源配分（平成２８年度） 

国民の租税（租税総額＝９７．５兆円） 

国税（５９兆円） 

６０．５％ 

地方税（３８．６兆円） 

３９．５％ 

国の歳出（７１．１兆円） 

４２．２％ 

  地方の歳出（９７．３兆円） 

  ５７．８％ 

地方交付税 
国庫支出金等 

国と地方の税収（国６：地方４）と歳出規模（国４：地方６）の比率は逆転し

ており、地方が担うべき事務権限に見合った税財源が配分されていない。 
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【参考】東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会 

    の成功及び本県の更なる発展に向けた要望事項について 
 

 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会は、国や世代、文化を越

えた交流を通じて、日本を夢や希望に溢れた社会にする絶好の機会である。 

競技会場となる幕張メッセや一宮町釣ヶ崎海岸、さらには空の表玄関・成田 

国際空港を有する本県としても、増大する交通需要に適切に対応し、世界最高 

水準の安心・安全な都市環境を提供するとともに、観光やＭＩＣＥ等による経済

の活性化により、首都圏全体の魅力の向上と経済発展に貢献することが重要で

あると考えている。 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の成功及び本県の更な

る発展に向けて、次の事項を要望しているところである。 

 

重点提案・要望事項 ページ 

Ⅰ 危機管理・安全対策 

 

１(1)①地震・津波対策に係る財政支援等   1 

２(1)①警察官の増員  19 

２(1)②テロ対策の充実・強化  21 

Ⅱ 成田国際空港の利便性向上、交通ネットワーク・アクセスの強化 

 

７(1)成田国際空港の更なる機能強化と利便性の向上  55 

10(1)東京湾アクアライン通行料金の引下げ継続  86 

10(2)首都圏中央連絡自動車道の建設推進  87 

10(3)北千葉道路の早期整備  89 

10(4)東京外かく環状道路の建設推進  90 

10(5)高規格幹線道路等のネットワーク機能の充実  92 

10(9)①ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との相互 
直通運転の実現及びＪＲ京葉線の輸送力増強 

105 

Ⅲ バリアフリー化の促進 

 10(9)③ホームドアの整備による転落防止対策の促進 109 

Ⅳ 外国人受入体制 

 
７(3)観光立県の実現に向けた外国人旅行者誘致及びＭＩＣＥ

の推進 
 59 

 


